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○地方教育行政の組織及び運営に関する法律（抜粋）

（教育に関する事務の管理及び執行の状況の点検及び評価等）

第 26 条 教育委員会は、毎年、その権限に属する事務（前条第一項の規定により教育

長に委任された事務その他教育長の権限に属する事務（同条第四項の規定により事

務局職員等に委任された事務を含む。）を含む。）の管理及び執行の状況について点検

及び評価を行い、その結果に関する報告書を作成し、これを議会に提出するととも

に、公表しなければならない。 

２ 教育委員会は、前項の点検及び評価を行うに当たっては、教育に関し学識経験を有

する者の知見の活用を図るものとする。 



はじめに 

教育委員会では、平成 30 年度に、令和４年度までの５年間を計画期間とする「第３期横浜

市教育振興基本計画」を策定しました。計画の４年目となる令和３年度は、新たな時代の到

来を見据えた教育の推進や子供の健康の増進といった政策の実現に向けた、重要な年でし

た。新型コロナウィルス感染症の収束が見通せない中で、児童生徒が安心して学校生活を送

ることができる環境を確保しながら、全ての子供の資質・能力を向上できる教育環境の確保

に取り組みました。 

本報告書では、令和３年度を振り返る上で象徴的な、三つの取組を取り上げています。 

一点目は、「新型コロナウイルス感染症への対応について」です。令和２年度の実績で

は、学校再開ガイドラインに基づいた教育活動、児童生徒の様子について振り返りました。令

和３年度の振り返りでは、分散登校及び短縮授業、緊急受入れの実施、抗原検査キットの使

用や、宿泊行事・卒業式の状況等について取り上げています。 

二点目は、「教育分野におけるデジタル化の状況について」です。令和３年度は、「横浜

市における GIGA スクール構想」（令和２年９月公表）本格運用の年として、各取組を推進す

るとともに、校務・業務のデジタル化による教職員の業務改善等に取り組みました。本報告書

では、ICT 環境の整備、学校間における ICT 活用の差の解消に向けた取組や、配慮を要する

児童生徒への支援、校務・業務や図書館のデジタル化等について記載しています。 

三点目は、「中学校給食について」です。令和３年４月から中学校給食（デリバリー型）の

提供を開始して１年が経過しました。献立の工夫や食育に力を入れ、令和４年の４月には

30％を上回る方にご利用いただきました。令和３年度の振り返りでは、新１年生に中学校給

食の利用を推奨する「さくらプログラム」や、プロモーションの取組等について取り上げていま

す。 

横浜市は、500 を超える市立学校、約１万８千人の教職員、約 26 万人の児童生徒という、

他に類を見ない規模で、日々の教育活動を行っています。また、デジタル化の進展、SDGs の

取組や脱炭素化など、複雑で変化の激しい時代の中で、子供たちを取り巻く社会環境や家

庭状況は、複雑化・多様化が進んでいます。 

令和３年度の評価点検にあたり、学識経験者の皆さまから貴重な視点の御意見をいただ

きました。横浜の教育が目指す人づくりの姿である「自ら学び 社会とつながり ともに未来を

創る人」の実現に向けて、子供一人ひとりの個性や多様性を大切に、学校内外との連携・協

働をこれまで以上に進め、社会全体で、より質の高い学びを目指してまいります。 
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１ 教育委員の活動状況 

令和３年度は、定例会・臨時会の教育委員会会議での審議に当たり、各教育委員が幅広い立場

から意見交換を行い、議論を深めました。 

また、会議における審議の精度を高めるよう、関連資料の収集や論点の整理など、事前に様々

な角度から検討を行い、審議を行いました。 

さらに、新型コロナウイルス感染症拡大防止のため、学校の休校や行事などがなかったことも

あり、機会は少なくなりましたが、スクールミーティングをはじめ、学校現場の訪問や教職員と

の意見交換等を行い、学校現場の現状の把握と理解に努めました。 

（１）教育委員会会議

ア 定例会・臨時会

地方教育行政の組織及び運営に関する法律で定められた、教育委員会が執行・管理する事

務のうち、教育長に委任されていないものを審議しました。 

イ 連絡会

教育長に委任された事務の執行状況の報告や次回の教育委員会会議に向けた事前勉強を

行いました。 

ウ 意見交換会

令和３年度実績 横浜市点検・評価報告書を作成するに当たり、報告書の素案を基に教育

に関する重要なテーマについて、集中的な議論を行いました。 

（２）教育委員会会議以外の活動状況

会議回数 21回（定例会 12回、臨時会９回） 

審議件数 68件 

審議時間（平均） １時間 28分／回 なお、会議終了後に連絡会を開催 

傍聴者数（平均） 7.09人／回（延人数 163人） 

連絡会 １～４時間／回 ×24回 

意見交換会 約２時間／回 ×１回 

種別 回数 説明 

学校訪問 ７ 
スクールミーティング※（約３時間／回 ×１回）

ほか委員個別の学校訪問 

各種式典 ７ 開校式、周年式典等 

研修講師、その他行事 22 各種フォーラム、事務局開催イベント等 

合計 36 
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※スクールミーティング

教育委員が学校を訪問し、テーマを決めて話し合ったり、授業を中心とした教育活動を視察

したりすることを通して、学校の現状や成果や課題等について具体的に把握すると共に、学校

と教育委員会の状況共有と相互理解を推進するものです。 

新型コロナウイルス感染症の影響により開催が困難な中、オンライン形式で１回開催しまし

た。リアルタイムで学校とつないでの授業等の教育活動の見学、学校長や教職員との懇談を通

じて、子供一人ひとりに応じた学校経営や教育支援等について相互理解を深めるとともに情報

共有を図りました。 

 

（３）総合教育会議

「地方教育行政の組織及び運営に関する

法律」に基づき、市長の主宰で、12月 20日

に総合教育会議を開催しました。令和３年度

は、「今後の横浜の教育政策について～『第

４期横浜市教育振興基本計画』を見据えて

～」を議題として協議しました。また、新型

コロナウイルス感染症拡大防止に向けた対

応といじめ重大事態に関する再発防止策の

取組状況を報告し、引き続き感染症対策に全

力で取り組むこと、いじめ防止の取組を徹底

していくことを確認しました。 

日付 場所 テーマ

１月 28日 上菅田特別支援学校 

「ふかめる・ひろげるＧＩＧＡの学び」 

上菅田特別支援学校の教育的な実践とこれからの肢体

不自由校の課題 

＜遠隔操作で学習参加する子供とつながる様子＞ ＜オンラインと対面での懇談会の様子＞ 

OriHime 
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＜総合教育会議の開催概要＞ 

日 時 令和３年 12月 20日（月）午前 10時 30分～11時 38分 

場 所 市庁舎３階 多目的室 

出席者 山中市長､鯉渕教育長､中上教育長職務代理委員､森委員､木村委員､四王天委員､大塚委員 

同席者 城副市長､石川政策局副局長､池戸総務局長､横山財政局長､吉川こども青少年局長 

内 容 

(1) 協議：今後の横浜の教育政策について

～「第４期横浜市教育振興基本計画を見据えて」～ 

(2) 報告：新型コロナウイルス感染症拡大防止に向けた対応

いじめ重大事態に関する再発防止策の取組状況 

＜協議事項に関する主な意見（要旨）＞ 

・放課後学び場事業は、塾や家庭での学習が困難な状況にある子供たちに対して、教育格差の解消や習熟

度に応じた学習支援のため、充実・強化をしていく必要がある。また、日本語支援拠点施設「ひまわ

り」は中区と鶴見区の２か所にあるが、外国につながる方は、市内に広く居住している。３か所目、４

か所目と増やしていただけるよう、支援をしてほしい。（中上委員）

・これからの社会を生きる子供たちの力を育んでいくために、学校の中だけで教育を完結させるのではな

く、地域、企業、大学、NPOなどが、多様な形で教育を補完し合うことが重要。日本語支援拠点である

「ひまわり」は欠かせない支援。北部、西部にも拠点を設けて、地域に関わらず支援を受けられるよう

今後も拡充を検討していきたい。（山中市長）

・特別支援教室に非常勤講師が配置できているのは 36校のみ。また、不登校児童生徒の支援員は 20校の

中学校にしか配置できていない。取組の強化のため、全校配置が必要。（森委員）

・小中学校においても、特別支援教室や通級指導教室の利用者数が増加しており、非常勤講師や支援員

と、担任の先生が組織的に支援していくことが重要。また、不登校児童生徒への支援では、一人ひとり

の状況に応じて、安心できる居場所や学びの機会を確保していくことが重要だ。（山中市長）

・特別支援学校について、医療的ケアを理由にスクールバスに乗れず、保護者負担が大きい下で送迎して

いるのが実態。優先的に人材と資金投入をお願いしたい。また、本市でも教員採用試験の採用倍率は全

国を下回っている。教職を優秀な人材に認識・選択してもらえるような対策が必要。（四王天委員）

・働き方改革は喫緊の課題。教職員の皆さんがいきいきと子供たちと向き合えるように、引き続き取り組

んでいただくようお願いしたい。本市としても、全力をもって支援していく。（山中市長）

・不登校をはじめ、いじめ、児童虐待、生活困窮やヤングケアラーなど、子供たちが抱える新たな問題は

増加の一途。現場におけるカウンセラーやスクールソーシャルワーカーとの連携は必須であるが、学校

に勤務する日数が少なく教員との情報共有を行いにくい。雇用期限が５年間であるなど、専門性を深め

ることも難しい。両専門職の力を最大限に発揮するためには、常勤化が欠かせない。予算面も含めて支

援と、国に対する定数配置の要望などの対応をお願いしたい。（大塚委員）

・ヤングケアラーやゲーム障害、ネット依存などの新しい課題にも適切に対応できるよう、専門的な人材

を配置し、医療や福祉部門との連携によりトータルで進めていくことが大事。今後も国への要望を継続

し、市長部局が学校や教育委員会と連携できるよう取り組んでいく。（山中市長）

・教育 DXの推進を通じ、教育に係る研究の抜本的な強化を提言する。紙媒体で行われている各種調査を

早期にコンピュータ化すること、DX化を通じた教育の可視化に取り組んでもらいたい。（木村委員）

・26万人の児童生徒のデータは、財産そのもの。ビッグデータを活用することで、現場のノウハウを可

視化し、教育の質を高めることができるのでは。調査のコンピュータ化や教育の可視化も、今の時代に

即した指摘だ。教育 DXに関しても、トップランナーとなれるよう取り組んでいきたい。（山中市長）
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２ 新型コロナウイルス感染症への対応について

令和２年度に策定した「横浜市立学校の教育活動の再開に関するガイドライン」に基づき、手洗

いの励行、マスクの着用や換気の実施、各教科活動の状況に応じた感染症対策等、各校において、

いわゆる「３密」を避けるなどしながら、児童生徒が安心して学校生活が送れるように引き続き取

り組みました。 

令和３年度は、４月 20日から８月１日までが「まん延防止等重点措置期間」、８月２日から９月

30日までが「緊急事態宣言期間」、１月９日から３月 22日までが「まん延防止等重点措置期間」と

なりました。その間においては、神奈川県からの要請等に基づき、県をまたぐ移動や泊をともなう

行事を中止又は延期とするなど、感染リスクの高い活動を避け、学校教育活動を継続しました。

１ 児童生徒及び教職員の感染状況（令和３年４月１日から令和４年３月 31日） 

令和３年４月１日以降、令和４年３月 31日までの間に児童生徒の感染者は 29,982人、教職員

の感染者は 2,096人、感染者が発生した学校は 504校となっています。 

 
 

２ 年間を通しての傾向など 

・児童生徒の感染状況

令和３年度の感染状況については、７月～９月のいわゆる第５波、令和４年１月以降の第６波

があり、市中の感染拡大に伴い、市立学校関係者においても感染者が急増しました。児童生徒の

感染者数は、第５波では１週間に最大 487人、第６波では１週間に最大 3,654人の報告がありま

した。 

感染した児童生徒の症状については、ほとんどが有症状で、発熱、咳、頭痛、味覚・嗅覚の異

常等が報告されていますが、重症例はありません。 

児童生徒及び教職員の感染状況 
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(令和3年4月1日以降)

横浜市陽性者数 市立学校(教職員＋児童生徒)陽性者数

(人) (人) 
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＜表 児童生徒の感染状況（令和３年４月１日から令和４年３月 31日）＞ 

R3 

年度
４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 10月 11月 12月 １月 ２月 ３月 合計 

小 38 67 66 147 877 362 21 13 28 3,456 10,654 7,450 23,179 

中 18 28 25 115 523 197 9 4 3 1,012 2,338 1,805 6,077 

高 2 9 3 20 57 21 1 0 0 122 159 173 567 

特 0 0 1 0 18 10 1 0 0 16 61 52 159 

計 58 104 95 282 1,475 590 32 17 31 4,606 13,212 9,480 29,982 

※義務教育学校（前期課程）は小学校に、義務教育学校（後期課程）は中学校に振り分けています。

※児童生徒は学校からの報告日で集計しています。

・教職員の感染状況

令和３年度の教職員の感染状況は市中と同じような傾向を示しています。デルタ株による第５波

では感染者が一時的に増加、その後令和４年１月以降、オミクロン株による第６波の感染の広がり

とともに、教職員の感染者数も大きく増加しました。 

学校運営を継続するために、各学校においては手洗い、換気、消毒など、ガイドラインに基づい

た感染防止対策に取り組むとともに、教職員に対するワクチンの優先接種の機会を設けました。 

また、各学校に抗原検査キットを配付し、職場の感染拡大を防止、教職員の健康観察期間の短縮

を図りました。 

＜表 教職員の感染状況（令和３年４月１日～３月31日）＞ 

４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 10月 11月 12月 １月 ２月 ３月 合計 

R3年度 16 15 22 58 165 27 0 1 3 347 937 505 2,096 

・学校の状況

令和３年４月１日から令和４年３月 31 日までに、教職員と児童生徒で陽性が確認された市立学

校は 504校ありました。児童生徒等や教職員の陽性が判明した場合、学校での活動の状況を踏まえ、

学校内で感染が広まっている可能性が高いと判断した場合、必要に応じて、教育委員会が学級単位、

学年単位又は学校全体の臨時休業を実施しました。臨時休業とした学校が延べ 454校あり、内訳は、

学校全体の臨時休業が 15校、学年閉鎖が 15校、学級閉鎖が 424校でした。 

臨時休業の考え方については、当初、「①複数名の感染が判明した場合、②１名の感染が判明する

とともに、複数名に発熱等風邪症状がある場合、③その他教育委員会が必要と判断した場合」に、

濃厚接触者等の特定及びその検査結果が判明し全体像が把握できるまでの期間として、概ね数日か

ら１週間程度、学級閉鎖等臨時休業としていました。 

令和４年１月からのオミクロン株感染拡大に伴う当面の対応として、学級閉鎖の考え方について

は、神奈川県教育委員会からの通知やオミクロン株が急拡大した際の臨時休業の経験を踏まえ、学

校内における感染拡大防止措置を図りながら、学びの保障や児童生徒の「居場所」の確保の観点か

ら、より必要な範囲、期間に限定して実施することとしました。 

具体的には、令和４年２月９日以降、「①３名以上の感染が判明した場合、②２名の児童生徒の陽

性が判明するとともに、複数の発熱等の風邪症状を有する者・濃厚接触者が存在し、両者の合計が

当該学級の在籍者数の 15％を上回った場合」のいずれかの条件に該当し学級内で感染が広がって
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いる可能性が高い場合、及び「③その他教育委員会が必要と判断した場合」に、３日間程度、学級

閉鎖等臨時休業を実施しています。学級閉鎖は２月７日の週は平均で 186学級でしたが、１か月後

の３月７日の週は平均で 35学級となり、３月 21日からは０学級となりました。 

学校内では、昼食・給食などマスクを外す場面、合唱や管楽器演奏、運動等で激しい呼気を伴う

活動や身体接触が伴う活動、部活動での着替えや休憩について、特に注意する必要があることを、

保健所から助言を受けていますので、ガイドライン等に反映させて周知しています。 

また、複数名の児童生徒の感染が確認された学校や、保健所から助言を受けた学校では、基本的

な感染対策の中に具体的な工夫を加えることや、家庭との連携、児童生徒の意識向上に努めるなど、

感染対策のより一層の強化に取り組みました。 

＜学級閉鎖数（一般級）及び市立学校児童生徒の感染者数の推移（令和４年１月１日～３月 31日）＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
１ 臨時休業・緊急受入れ 

感染者の爆発的な増加を受け、市立学校では、夏季休業明けから８月 31 日（火）まで臨時休 

業とした上で、オンラインツール又は電話等により、児童生徒の健康状態や感染動向を把握する

期間としました。 

また、就業等の事情その他家庭での対応が困難な場合の児童生徒について、学校での緊急受入

れを実施しました。 

２ 分散登校及び短縮授業、緊急受入れの実施 

市立学校関係者の感染動向及び神奈川県教育委員会からの要請を踏まえ、９月１日から 10 月

１日まで、小中学校においては、分散登校を実施し、段階的に教育活動を再開しました。 

 

 

 

緊急事態宣言及びまん延防止等重点措置の発出を受けた教育活動等 
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＜分散登校の概要＞ 

・原則、一つの学級を二つのグループに分けて、隔日で登校しました。

・教室内の児童生徒の人数は概ね半数になり、座席間の距離を確保しました。

・学年や学校全体での活動（運動会・文化祭等）は行わないこととしました。

・様々な環境下の児童生徒がいる中で、一定の食の保障が必要であることから、給食を提供しました。

・就業等の事情その他家庭での対応が困難な場合の児童生徒について、学校での緊急受入れを、

臨時休業期間から継続して実施しました。

３ 宿泊行事、学校行事（卒業式） 

修学旅行については、あらゆる状況を想定した実施方法の検討を行っていましたが、令和３年

度は緊急事態宣言及びまん延防止等重点措置の期間が長く、令和２年度に引き続き多くの学校で

内容の変更や中止を余儀なくされました。 

令和３年度の修学旅行実施状況調査結果によると、小学校では、年度当初の予定どおりに実施

した学校は 48 校で全体の 14％でした。日程や行き先の変更はあったものの、宿泊で実施した学

校は 185校で 54.3％、中止した学校は 14校で 4.1％、日帰りで実施した学校は 94校で 27.6％で

した。小学校では、内容の変更により実施した学校が多い結果となりました。 

一方で、中学校では、年度当初の予定どおりに実施した学校は２校で全体の 1.4％でした。日

程や行き先の変更はあったものの、宿泊で実施した学校は 17校で 11.6％、中止した学校は 75校

で 51％、日帰りで実施した学校は 53校で 36％でした。中学校では、中止した学校が全体の５割

にのぼります。感染流行に鑑みて、行事の延期を試みたものの、中学校３年生は入試があること

などから、中止を余儀なくされた場合が多かったものと考えています。 

8月30日 (月) 8月31日 (火) 9月1日 (水) 9月2日 (木) 9月3日 (金)
Aｸﾞﾙｰﾌﾟ
Bｸﾞﾙｰﾌﾟ
給食

9月6日 (月) 9月7日 (火) 9月8日 (水) 9月9日 (木) 9月10日 (金)
Aｸﾞﾙｰﾌﾟ
Bｸﾞﾙｰﾌﾟ
給食

9月13日 (月) 9月14日 (火) 9月15日 (水) 9月16日 (木) 9月17日 (金)
Aｸﾞﾙｰﾌﾟ
Bｸﾞﾙｰﾌﾟ
給食

9月20日 (月) 9月21日 (火) 9月22日 (水) 9月23日 (木) 9月24日 (金)
Aｸﾞﾙｰﾌﾟ
Bｸﾞﾙｰﾌﾟ
給食

9月27日 (月) 9月28日 (火) 9月29日 (水) 9月30日 (木) 10月1日 (金)
Aｸﾞﾙｰﾌﾟ
Bｸﾞﾙｰﾌﾟ
給食

臨時休業 臨時休業

午前登校

午後登校

提供なし

登校日

家庭学習

Ａグループ

登校日

Bグループ

家庭学習

登校日

Bグループ

家庭学習

登校日

Bグループ

家庭学習

登校日

Bグループ

家庭学習

登校日

家庭学習

Ａグループ

登校日

家庭学習

Ａグループ

登校日

家庭学習

Ａグループ

登校日

Bグループ

家庭学習登校日

家庭学習

Ａグループ

登校日

家庭学習

Ａグループ

登校日

Bグループ

家庭学習

登校日

Bグループ

家庭学習登校日

家庭学習

Ａグループ

登校日

家庭学習

Ａグループ

祝日 祝日

登校日

Bグループ

家庭学習

登校日

Bグループ

家庭学習登校日

家庭学習

Ａグループ

登校日

家庭学習

Ａグループ

登校日

Bグループ

家庭学習

7



 【参考】小、中学校における令和３年度修学旅行実施状況 

 
年度当初の 

予定どおり実施 

「宿泊」で実施 

(日程や行先の変更あり) 
中止 

日帰りで実施 

(日程や行先の変更あり) 

小学校(341校) 48校(14.0%) 185校(54.3%) 14校(4.1%) 94校(27.6%) 

中学校(147校) 2校(1.4%) 17校(11.6%) 75校(51.0%) 53校(36.0%) 

 

卒業式については、令和２年度に引き続き、時間の短縮や、在校生、保護者及び来賓の参列方

法の検討、呼び掛けを控える等の式典のスリム化など、児童生徒数や学校施設等の実情に合わせ

て、感染拡大防止措置を十分に講じた上で実施しました。 

保護者等の参列については、各家庭から一人が適切な距離を保ちながら参列したり、別の教室

で式典のライブ配信を行ったり、写真撮影用の立て看板を多く設置するなどの工夫に取り組みま

した。 

中学校卒業式の様子  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

小学校卒業式の様子  

  

 

 

 

 

  

サテライト会場 
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４ 部活動 

分散登校期間中は部活動を一時的に停止していましたが、緊急事態宣言期間の解除や市立学校

児童生徒の感染者数の減少等のため、再開し、感染症対策を徹底して活動しました。 

〇活動日数：週４日(土日含む)以内 

〇活動時間：平日２時間以内、土日３時間以内 

〇対外試合・合同練習：市内での活動として、泊を伴わないこと 

５ 学校開放 

学校教育活動に支障のない範囲で、文化活動やスポーツ活動等の場として学校施設を地域に開

放しています。令和３年８月の緊急事態宣言発令中は臨時休業や分散登校を行っていたことを踏

まえ、学校開放を中止しました。令和３年 10 月２日以降は学校と学校開放の運営団体が事前に

協議し、感染症予防対策を十分に行った上で、学校開放事業を再開しています。まん延防止等重

点措置の発令や学校教育活動及び部活動等の取扱い、感染動向を注視し、状況に応じて利用条件

等の見直しを行っています。今後も、学校・運営団体・利用者がそれぞれ感染拡大防止に最大限

努めながら活動できるよう、状況に応じた対応を行ってまいります。 

 
 
１ 取組状況について 

令和３年９月の分散登校期間中、各学校において端末を活用したオンライン授業・学習に取り

組みました。最終的な状況は次の図のとおりです。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
＊円グラフについて 

・①には「①②」「①③」「①②③」のパターンも含みます。②③も同様です。 

・④は①・②・③単独の実施を除くすべてのパターンの合計です。 

２ ニーズに応じたオンライン授業等に関する臨時研修 

分散登校時には、学校のニーズに応えるために、臨時で「オンライン朝の会・授業研修」及び

「情報モラル・セキュリティ研修」を実施し、約 350人の教職員が参加するとともに、オンライ

ン学習の実施に向けた教職員のための eラーニングコンテンツの充実も図り、約 330人の教職員

が活用しました。 

 

分散登校期間中のオンラインを活用した学習の状況と対応 

※割合：取組校数／全校 

※複数回答含む 
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３ オンライン授業に関する課題への対応（次のトピックスにて詳細記載） 

・端末の保守範囲を整理（故意によるものを除き保障又は予備機で対応とする。）し、学校に通

知（９月）。 

・授業時間帯に通信が混雑していた部分を、通信速度が保証された専用の回線に改善（９月）。 

・生徒数増に伴う不足分及び故障時の予備分の端末を納品（10月～11月）。 

・モバイルルーターについて分散登校期間中の状況を調査（10 月～11 月）。この結果を基に、

不足校への対応を行った。 

・他都市いじめ事案を受け、ロイロノートのフィルタリングに SNSを加える（９月）。併せて、

分散登校期間中における新聞報道等にあるような書き込みの有無を調査（10月～11月）。 

 
 

教職員に対する１、２回目ワクチン接種については、本市と神奈川県の優先接種等により、教職

員が多く接種できるよう夏休み期間を中心に接種を実施し、令和３年 11 月末時点で接種率は 90％

超となりました。 

３回目接種ついては、本市の優先接種や、神奈川県の大規模会場の接種、地域企業（株式会社 デ

ィー・エヌ・エー様）の職域接種など、様々な方法で優先的に接種できる機会を春休み期間や土曜

日に設けました。 

 
 

文部科学省、本市合わせて約 24,000キットを用意し、学校に配付しました。 

医療機関を直ちに受診できない場合や学校内で速やかに有症状者の感染リスクを確認する必要

がある場合に使用し、感染拡大防止を図りました。 

また、濃厚接触者となった教職員について、待機期間を通常７日間から５日目に勤務可能とし

たほか、小学校、義務教育学校の前期課程、特別支援学校の幼稚部・小学部の代替が困難な教職

員については、毎日の陰性確認により業務従事可能とするために活用しました。 

配付主体 使用対象者 配付数 

文部科学省 
(令和３年９月) 

高等学校、特別支援学校高等部の生徒及び教職員 約 1,400 

文部科学省 
(令和３年 11月) 

高等学校、特別支援学校高等部の生徒及び全教職員 約 10,000 

横浜市教育委員会 
(令和４年２月２日～21日) 

全教職員  約 3,800 

横浜市総務局 
(令和４年３月７日～25日) 

全教職員 約 9,200 

計 約 24,000 

【参考】幼児・児童・生徒への抗原検査キット配付状況 

配付主体 概要 

神奈川県 

・対象：横浜市立小学校・義務教育学校（前期課程）に通う児童のいる家庭 

横浜市立特別支援学校に通う幼児・児童・生徒のいる家庭 

・配付数量：幼児・児童・生徒一人あたり２回分 

 

教職員に対するワクチン接種 

抗原検査キット 

10



３ 教育分野におけるデジタル化の状況について

令和３年度は「横浜市における GIGAスクール構想」（令和２年９月公表）の本格運用の年として

各取組を推進するとともに、校務・業務のデジタル化による教職員の業務改善等に取り組みました。 

１ ICT環境の整備 

○各学校における端末等の状況

令和３年４月以降、端末の初期設定等の準備を進め、１人１台端末の学校内での活用を開始

しました。 

９月に新型コロナウイルス感染症の影響により分散登校を実施した際には、学校ごとにモバ

イルルータの必要数が異なり、学校間の数量調整が課題となりました。そのため、９月に必要数

の調査を実施し、調査結果に基づいて学校ごとの数量を調整しました。なお、全体の必要数は約

2,400台で、整備した 4,000台に収まることが確認できました。さらに、12月以降、学校教育事

務所及び教育委員会事務局にも一定の台数を置き、就学援助世帯の増加などにより各学校で不

足が生じた場合にも、迅速に対応できるよう準備しています。 

また、児童生徒が端末を破損した際の取扱いの整理や、故障端末の代替用の端末の整備にも

取り組みました（全中学校に故障時の代替用端末 5,100 台を配布。小学校は保守契約により対

応。令和４年度からは小学校だけではなく中学校の端末も保守契約にて対応）。 

高等学校は、６月までに教員用端末の整備を完了しました。また、国の補助金を活用して、神

奈川県高校生等奨学給付金受給世帯数を基に、生徒貸出用端末の追加整備を行いました。 

特別支援学校は、高等部の生徒貸出用端末及び教員用端末の整備を行いました。また、モバ

イルルータの整備を進め、ニーズのあるご家庭に対して貸出を行っています。加えて、通級指導

教室や特別支援学校分教室等へのアクセスポイントの整備についても進めています。 

○ネットワーク通信速度の改善

各学校における端末の活用等が進むに伴い、授業時間帯の通

信速度が低下してきたため、学校とデータセンター間の一部区

間の通信回線を帯域保証とし、９月末に改善しました。将来的

なデジタル教科書の全校導入等による通信増大に備え、令和４

年度は残りの区間の学校回線の変更 1を行い、更なる通信速度

の高速化をしていきます。これにより、教育用ネットワークの

全ての部分について、速度が保証された回線となります。 

２ クラウドサービス等を活用した教育環境の充実 

○１人１アカウント及びクラウドサービスの活用

令和３年５月から、「ロイロノート・スクール」（以下「ロイロノート」）のアカウントと、「Google

1 ベストエフォート 1Gbps 回線を、帯域保証に変更。これにより、教育用ネットワークの全ての部分について、速度が保証された

回線となる。 

GIGA スクールの本格運用 

＜通信速度改善のイメージ＞ 
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Workspace for Education」（以下「グーグル」）のアカウントを紐づけ、学校現場における活用

を進めています。 

令和４年３月には、児童生徒の卒業や入学にあわせ必要となる端末のリセットやアカウント

付与等、端末導入後初となる年次処理が発生するため、学校向けの研修を行い、また、ICT支援

員の派遣回数を拡充し、新年度、スムーズに ICTを活用できるようにしました。 

ロイロノートについては、連携協定 2を踏まえ、活用状況の確認や、それを踏まえた学校向け

の研修を引き続き実施していきます。 

○小学校・中学校・高等学校・特別支援学校における取組 

各学校では、端末やクラウドサービスなど、ICT環境の活用を進めています。例えば、国語

では、調査報告文の作成の際に情報収集や整理を行い、理科では、実験の様子を映像で記録

し、データについて議論するなど、１人１台端末を効果的に活用しています。また、社会科で

は、コロナ禍で見学に行けなくなった工場の映像や企業の人の話をオンラインで見聞きし、英

語では、海外の学校と意見交換や情報発信を行うなど、発達段階や教科の特性を生かしたオン

ライン授業を行っています。また、指導者用デジタル教科書、ロイロノート、グーグルの活用

に加え、不登校児童生徒へのオンライン学習教材（デキタス）を活用した学習支援、「WEB会議

システム（Zoom）」（以下「Zoom」）、「学校 YouTubeチャンネル」の活用等、様々な場面で ICTの

活用範囲が広がっています。 

デジタル教科書については、令和３年度から文部科学省において、義務教育段階における学

習者用デジタル教科書の実証事業が開始され、本市からも 33校がモデル校として参加し、教科

や生徒に応じた多様な活用方法があることが分かってきました。同実証事業は、令和４年度

は、英語のデジタル教科書について義務教育段階の全ての学校が参加できるなど拡充されまし

た。本市としても本事業に全校参加し、その効果や課題について引き続き検証していきます。 

○情報活用能力等の育成 

児童生徒の情報活用能力の育成については、各学校で計画的・組織的に行う必要があります。

全校で基本的なスキル向上と安全・安心な端末利用を図れるよう、「情報活用能力チェック表（表

１）3」の項目や実施手順などを整理しました。令和４年度から、各学校はこのチェック表等を

参考に、児童生徒の情報活用能力の実態を把握し、指導に活用していきます。 

また、児童生徒の情報活用能力を育むため、教職員の ICT活用指導力についても重要になり

ます。児童生徒の「情報活用能力チェック表」と同様に、教職員一人ひとりが「ICT活用指導

力分析チャート（表２）4」を活用して、「授業に ICTを活用して指導する能力」や「ICT活用

を推進するためのマネジメント力」といった指導や、校内 ICT活用の推進等に必要となる資

質・能力を自己分析し、管理職等と共有するとともに、研修計画の立案や学びの機会を支援し

ています。令和４年度は研修管理システム「Leaf」に、ICT活用指導力分析チャートの機能を

統合し、利便性を高めるとともに、資質能力の向上を図ります。 

  

2 横浜市教育委員会と株式会社 LoiLo は、令和２年７月に教育活動支援に関する連携協定を締結しており、その後、令和３年６

月に協定期間を延長（延長後の連携協定期間：令和２年７月 20 日から令和６年３月 31 日）。 
3 「横浜モデル情報活用能力体系表」を基に、発達段階に合わせて内容を整理。調査手法と項目数等は、他都市の情報活用能

力チェックリストを参考とした。 
4 文部科学省「教員の ICT 活用チェックリスト」にあるチェック項目に「ICT 活用を推進するためのマネジメント力」を加え、「横

浜市 教職員の ICT 活用指導力チェックリスト」を可視化したもの。 
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○学校間における ICT活用の差の解消

ICTは学級閉鎖等の緊急時において、児童生徒と教職員の安全・安心を確保しながら継続的

に学びに取り組む上で重要であるとともに、日常の学習で活用することにより、児童生徒の資

質・能力の効果的な育成につなげることができるツールです。しかし、現状では、学校の状況

や児童生徒の実態により、オンライン学習・授業の取組に差があります。 

そこで、令和４年度は、各校の ICT活用の推進を更に図るため、活用状況と活用推進等につ

いて学校等へアンケートを行い、学校現場の状況を把握します。また、マネジメントの役割を

＜表１ 児童生徒の「情報活用能力チェック表」＞ 

1
世の中ではインターネットやプログラムが活用されて便利になり、さまざまな問題を解決し
ていることを知っていますか。

2 情報を取り扱うときには、著作権（ちょさくけん）やプライバシーに気を付けていますか。

3
情報には信頼できるものとそうでないものがあることを知り、その特徴を考えた上で、自分の
目的に応じて利用するようにしていますか。

4 個人情報の保護やID及びパスワードは、安全に管理するようにしていますか。

5
タブレットやパソコンを使って自分の考えをまとめたり、作品や発表資料等をつくったりする
ことができますか。

6 目的に応じて、タブレットやパソコンを使って 表やグラフを加工することができますか。

7 目的に応じて、タブレットやパソコンを使って 写真や動画を編集することができますか。

8
課題を解決するために、プログラミングアプリなどを使ってプログラムをつくることができま
すか。

9 調べる目的に応じて、キーワードを組み合わせて検さくすることができますか。

10
集めた情報を、視点（してん）を決めて分類(ぶんるい)したり整理したりすることができます
か。

11 調べたことを、異なる方法で比べて考えることができますか。

12 課題の解決に当たっては、さまざまな情報の中から、必要なものを選ぶようにしていますか。

13 情報を、自分の考えが伝わるように、相手や場、目的に応じて伝えることができますか。

14
インターネットの特性（とくせい）を理解し、相手の気持ちを考えながら発信しようとしていま
すか。

15 心身への影響を考え、インターネットを適切に使うようにしていますか。

16
インターネットのよさを理解し、自分ができることをいかして、いろいろなことに役立てようと
していますか。

＜表２ 教職員の「ICT活用指導力分析チャート」イメージ＞ 

＜資質・能力育成ガイド 授業づくり編 小学校 4 年生国語科 抜粋＞ 
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担う教職員として、ICTコーディネーター5を養成する研修を実施するとともに、ICTコーディ

ネーター同士の連携を促進する役割を担う教職員として、ICTコーディネーターの中から ICT

チーフコーディネーター6を配置します。さらに、教育研究会 7とも連携を図り、意見交換や情

報共有を行うとともに、授業中の ICT活用に資する「資質・能力育成ガイド 授業づくり編」を

活用し、好事例を発信して学校間の取組の差を縮めていきます。加えて、ICTの活用が十分で

ない学校には、企業や教育委員会事務局による訪問型の支援を行っていきます。 

３ 配慮を要する児童生徒 8への支援 

「校内ハートフル事業」においては、特別支援教室等に通室する不登校児童生徒に対し、学

年を遡っての学習などを可能とするオンライン学習教材を活用した学習支援を行いました。令

和３年度は 20校で行い、令和４年度は 15校拡充し、35校で支援を行います。 

また、「家庭訪問による学習支援等事業」では、フリースクール等の民間教育施設の職員が、

児童生徒の家庭を訪問してオンライン学習教材を活用しており、令和３年度は 28名の児童生徒

が利用しました。 

さらに、ひきこもり傾向にある不登校児童生徒を対象に、オンライン学習教材のアカウント

を発行し、家庭での教育機会の確保及び学習の定着を目指す「アットホームスタディ事業」につ

いて、令和３年度は 66 名の児童生徒が利用しました。子供が無理なく自分のペースで学習を進

めることができ、学校がその進捗状況を把握しながら、一人ひとりの状況に応じた助言や支援を

行っています。 

４ 臨時休業となった学校への支援 

学級閉鎖や休校となった学校では、１人１台端末を持ち帰り、健康観察やオンライン学習で

活用しています。学校からは基本的に、ロイロノートやグーグルを活用した課題の提示や送付

を行っています。 

具体的には、「学習動画パッケージ（690本）」や「はまっ子デジタル学習ドリル（880回分）」

の組み合わせや、オンライン学習教材「デキタス」を活用した学習、「NHK for School」を視

聴して課題に取り組む学習、教科書の音読をロイロノートで提出する学習など、児童生徒の発

達の段階や教科の特徴に合わせた取組を進めています。 

また、朝学活を Google Meetで行ったり、１日を４校時に分けてオンライン授業を行うなど、

児童生徒の生活リズムを乱さないための取組も行われています。 

教育委員会事務局では教育研究会と連携して、１コマの授業を視聴することができる「ハマ

推
お

し授業動画」を約 40本用意し、今後も段階的に拡充を進めていきます。 

前のトピックスでも記載のとおり、令和３年９月の分散登校時には学校のニーズに応えるた

めに、臨時で「オンライン朝の会・授業研修」及び「情報モラル・セキュリティ研修」を実施

し、約 350 名の教職員が参加するとともに、オンライン学習の実施に向けた教職員のための e

ラーニングコンテンツの充実も図り、約 330名の教職員が活用しました。

5 リーダーシップとマネジメント力を発揮し、管理職や ICT 推進リーダー等と連携しながら、ICT 活用を組織で推進していく教

職員。研修を受講し、条件を満たせば「修了証」を授与する。 
6 各校の ICT コーディネーターの横のつながりを促進し、情報共有や課題解決を支援する教職員。 
7 市立学校の教職員が教科等ごとに学習指導の充実を図るため、任意で参加する研究会組織。 
8 特別な支援が必要な児童生徒、不登校（傾向）にある児童生徒等。 
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５ 研究・研修の実施 

○研究の実施

デジタル化の進展や ICTを活用した教育の推進を背景として、今後、客観的な根拠に基づく

教育政策の推進（EBPM）の考え方に基づき、各学校の教育活動をできる限りデータで可視化

し、家庭や地域の方々に説明をしていくとともに、得られたデータを児童生徒のより良い教育

活動や教職員の指導方法の改善、人材育成などにつなげていく必要があります。 

こうした視点から、児童生徒の学力等の基礎データとなる、横浜市の学力・学習状況調査

も、一人ひとりの学力の伸びが経年でわかるように改訂し、令和３年４月に試行し、令和４年

４月に本格実施しました。そうした動きに合わせて、生活・学習意識調査 9についても、CBT10

化を試行実施していきます。加えて、令和４年度は、文部科学省との連携に加えて、企業や大

学等とも連携し、可視化や数値化が可能な「認知能力」と意欲や好奇心などのいわゆる「非認

知能力 11」との関連性について、調査・分析する研究を開始します。 

また、これからの教育を見据え、最先端の ICTやデータを活用した研究・研修を行う、

「(仮称)スマート教育センター」の整備について、令和４年１月に事業者募集を行いました。

今後は、８月に事業者選定、10月に基本協定締結を予定しており、令和 10年度の開業を目指

して準備を進めていきます。 

○研修の実施

令和２年度以降、大学や企業と連携し、本市における ICT研修の体系を構築するとともに、

「ICT活用指導力向上のための研修ガイド」、「ICT活用指導力向上のための研修 navi」を作

成し、教職員に必要となる ICT活用指導力の向上を目指し取り組んでいます。 

令和２年度末から指導主事や ICT支援員、管理職、ICT推進リーダーを対象に段階的に研修

を進めており、令和３年度は、研修体系に基づいた端末活用の基礎や授業での活用方法、情報

モラルやセキュリティ、校内での ICT活用推進におけるマネジメント等の研修の実施や、学校

の課題やニーズに対応した研修等、多種多様な研修を実施しました。 

令和４年度は、引き続き研修体系に基づいた ICT活用指導力の向上のための研修、更には校

内の ICT活用を推進する ICTコーディネーター養成研修等を実施します。 

各学校においても、学校の実態に応じた校内研修を

実施できるよう、ICT支援員による研修、指導主事の訪

問研修、eラーニングのコンテンツや Web会議システム

の活用など、様々な研修内容や方法について支援の充

実を図りました。 

また、令和４年度も引き続き、特別支援教育の視点

から、「文章の読み上げ機能」や「拡大鏡機能」とい

った、様々な端末のアクセシビリティ機能についての

研修を実施し、誰一人取り残さない教育についての学

9 児童生徒の生活習慣や学習環境、学習意識についてきめ細かに把握し、学力等との関わりを分析することにより、各学校にお

ける取組の検証や授業改善に資するよう実施する調査。 
10 コンピュータ等を使用した調査。Computer Based Testing の略。 
11 意欲や好奇心など心のはたらきに関わる能力で、最近の研究では「社会情動的コンピテンシー」とも言われる。 本市では、非

認知能力の中でも学力との相関が強いと言われている、四つの能力を測定する。具体的には、客観的に自分を把握する能力

である「メタ認知」、進んで興味や関心をもって取り組む意欲である「好奇心」、批判的に物事を見て謙虚に学ぼうとする姿勢

である「知的謙虚さ」、協働的に人間関係を作っていく「共感性」である。

＜アクセシビリティ研修のようす＞ 
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びの機会を支援していきます。 

○支援体制の充実

各学校における ICTの効果的な活用を支援するため、「学

校サポートデスク」や「ICT支援員」による支援を引き続き

実施しています。 

「ICT支援員」は、分散登校に際し、各校が実施しようと

するオンラインの取組に関する技術的な質問への対応や、端

末操作に関するミニ研修など、各学校のニーズに合わせた支

援を行いました。 

○情報モラル・個人情報保護

児童生徒のインターネットの適切な利用など、情報モラルを

意識した取扱いの徹底などが必要となることから、令和２年度

に作成した、保護者向けの、情報モラルに関するリーフレット

（データ版）や動画、SNS に関するリーフレット等を活用して

啓発に取り組んでいます。 

 令和３年９月の分散登校を機に、児童生徒が端末を家庭に持

ち帰る上で、トラブルや事故を防ぐためのルールの確認や、情

報セキュリティに関する確認が一層必要となりました。そこ

で、管理職向けに、端末の特徴やネットワークの基本的な仕組

み、関連法規に関する研修を実施するとともに、各区の校長研

修にも対応しました。 

 また、令和４年２月、新年度に向けて各校の取組や授業づく

りに生かせるよう、教職員対象の情報モラル教育に関する研修

をオンラインで実施しました。 

 なお、他都市において発生した、端末を用いたいじめ案件を 

受け、10月から 11月にかけて、分散登校期間中におけるいじめ 

に関する書き込みの調査を行い、問題となる案件がないことを確認しました。 

１ 教職員の業務改善 

○家庭と学校の連絡

家庭と学校の連絡（保護者から学校への欠席・遅刻連絡、学校から保護者へのお知らせ・ア

ンケート等）について、ロイロノート等を活用し、オンラインによる情報共有や連絡等を行う

取組が進んでいます。 

一方で、活用状況は学校ごとに異なり、紙や電話の学校から、全てオンラインを活用してい

る学校まで、様々な状況であるため、好事例やマニュアルの動画等を通じた周知広報を行い、

更に学校における活用が広がるよう取り組んでいきます。 

校務・業務のデジタル化 

＜ICT支援員による授業支援＞ 

＜保護者向けリーフレット＞ 
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○授業準備や会議の効率化等

校長会や各種研究会等の会議・研修につ

いて、引き続き Zoom等を活用しています。 

また、動画等の教材についてはロイロノ

ート等のクラウドサービスを活用して共有

し、指導案等の文書教材については Webペ

ージに掲載するなど、教材の特性に合わせ

た保存場所に格納して活用できるようにし

ました。加えて、教育委員会事務局や本市

の各部局が作成する、児童生徒の学習に資

する資料や教職員向けの発行物をロイロノ

ートにて配信できる環境を整えました。 

各学校においても、朝の健康観察や欠席

連絡などにロイロノート等を活用すること

で、朝の電話対応や、連絡帳のチェックな

どの負担が減り、情報も確実に職員で共有

できるようになりました。 

また、会議資料をクラウドサービスを活用 

して共有することで、ペーパーレスで効率的に 

会議を行う取組も進んできています。 

○研修環境の更なるデジタル化

令和３年４月から導入した研修管理システム

「Leaf（リーフ）」を活用し、人材育成指標に

基づいた分析チャートによる自己分析、研修履

歴の把握等を一元管理して行えるほか、研修資

料のダウンロード、eラーニングの視聴ができ

るようになりました。また、アカウントをそれ

ぞれの教職員に付与することで、職場の自席 PC

だけでなく、個人の端末（PCやスマートフォ

ン等）からもアクセスすることができるように

なりました。令和４年度は、研修管理システム

「Leaf（リーフ）」の改修により、ICT活用指

導力分析チャートの統合や eラーニング視聴の

際の続き再生機能、字幕機能など、使いやすさ

を向上しました。さらに、分析チャートを基

に、教職員自身が資質・能力の伸びをより意識

できるような比較機能を構築し、今まで以上に

的確に必要な研修を選択し、より主体的にセル

フマネジメントできるようになりました。

＜研修管理システム「Leaf（リーフ）」受講画面の様子＞ 

＜研修管理システム「Leaf（リーフ）」 

eラーニングの字幕言語を選択している様子＞ 

＜ICT を活用した資料共有の実践例 

※働き方改革通信 Smile No.５（令和３年９月）抜粋＞
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○学校教育事務所のデジタル化

市内四つの方面別に設置されている学校教育事務所には、授業改善支援センター（ハマ・ア

ップ）を併設しており、授業づくり講座や授業改善支援員等による相談など、放課後等を中心

に教職員が利用しています。 

Wi-Fi環境が不十分であるなどの課題がありましたが、令和３年度中にアクセスポイントや

Web会議用の端末、Webカメラ、プロジェクター等の ICT環境を充実させ、令和４年度から、

Zoom等によるオンラインでの講座や相談をできるようになりました。教職員の出張にかかる負

担の軽減や、放課後の時間の有効活用につなげていきます。 

２ 業務のデジタル化 

○就学援助事務の効率化

令和３年度から、RPA12（ロボットによる作業自動化）や AI－OCR13（書類の文字データ化）

の技術による業務の効率化を本格的に開始しました。年度を通じてより一層のデジタル化の精

度向上と業務改善を進めました。 

その結果、令和２年度と比較して、超過勤務時間を約２割削減、休暇取得日数を約４割増加

することができました。 

令和４年度は、就学援助事務を更に改善していくとともに、就学援助事務以外の個別支援学

級就学奨励事務や高等学校奨学金事務等についても、新たに自動化・デジタル化に着手し、一

層の業務効率化を目指していきます。 

○図書館のデジタル化

（１）電子書籍サービス

令和３年３月から電子書籍サービスを開始しました。利用者からは

「すきま時間に読書を楽しめる」「使い方が簡単で嬉しい」などの声

が寄せられています。一人２点まで２週間の利用が可能で、毎月、提

供コンテンツ数を超える貸出数を維持しています（令和３年度の貸出

数は 59,173件、令和３年度末時点での利用可能コンテンツ数は 5,366

点）。時間や場所の制約なく利用が可能であり、読み上げ機能などの

機能が障害者や高齢者へのサービス手段としても有効なことから、図

書館におけるデジタルツールの一つとしてサービスの拡充を目指し

ます。 

令和４年度は、提供数１万点を目標に、コンテンツの充実に取

り組みます。 

12 従来人間がパソコン上で定型的に実施していた作業を、プログラミングによりパソコン上で自動的に実行させる仕組み。パソ

コン上で実行可能な作業については、動作指示書をあらかじめ作成しておけば、大部分が自動化することが可能。（Robotic

Process Automation/ロボットによる作業自動化）
13 画像化された書類から文字の形を読み取り、何の文字かをＡＩが判断して文字データ化するもの。

（Artificial Intelligence Optical Character Recognition/人工知能搭載光学的文字認識）

〇担当部署の職員７人の４月から 12月までの実績 

超過勤務時間数：一人１か月あたり平均超過勤務時間 43時間 ⇒ 35時間（約２割削減） 

年次有給休暇取得日数：一人あたり平均年次有給休暇取得日数 5.7日 ⇒ 7.9日（約４割増加） 

＜電子書籍サービスの 

トップ画面イメージ＞
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（２）図書館所蔵資料のデジタル化及び活用

市立図書館では、開港期に発行された絵図や地図、浮世絵などの貴重資料（約 12,000

点）を、デジタルアーカイブ「都市横浜の記憶」として公開しています。 

公開した資料は様々な調査研究に活用されるとともに、書籍出版やテレビ番組制作にあ

たり多数の使用申請を受けています。その他、カレンダーやポストカードとして商品化さ

れたほか、横浜ランドマークタワーのインタラクティブコンテンツ「空中散歩」やゲーム

アプリの図柄として使用されるなど幅広く活用されています。

（３）視覚障害者等へのサービス

市立図書館では視覚に障害がある方等を対象に、音訳者が資料を直接読み上げる対面朗読

サービスを実施するとともに、録音図書や点字図書の貸出し、中央図書館での録音図書製作等

を行っています。 

令和３年度は、図書の文字情報をデジタル化し、パソコン等で音声読み上げができるテキス

トデイジーの製作に関する作業工程の整備等、安定的に製作ができる体制を整えました。令和

４年度から本格実施しています。 

また、令和３年３月から、Zoom等を活用したオンライン対面朗読を実施しています。 

（４）第４次図書館情報システムの構築

各種図書館サービスの基盤である図書館情報システム 14の更新を令和５年度（令和６年１

月）に予定しています。令和３年度に第４次図書館情報システムの設計開発事業者が決定し、

令和４年４月から令和５年 12月までの約２か年にわたり構築を行う予定です。 

令和４年度は、本市の図書館サービスや運用面等を考慮しながら、各機能要件の詳細な仕

様の調整を進めていきます。また、市民のニーズや本市のデジタル化の推進を踏まえ、スマ

ートフォン等に対応した図書館カードのデジタル化、使いやすい・探しやすい蔵書検索シス

テム等、新機能の導入を検討しています。

○博物館等施設のデジタル化

横浜市の外郭団体である公益財団法人 横浜市ふるさと歴史財団 15では、各館の資料や学芸員

14 貸出・返却・予約やインターネットからの蔵書検索などのサービスを利用者に提供するとともに、蔵書管理や図書発注業務、受

入業務等、全ての図書館サービスの基盤システム。 
15 横浜市歴史博物館、横浜開港資料館、横浜都市発展記念館、横浜ユーラシア文化館、横浜市三殿台考古館等の博物館

施設を管理・運営する指定管理者。 

＜「都市横浜の記憶」公開資料の活用例＞ 横浜ランドマークタワー69F 

スカイガーデン「空中散歩」

床面にプロジェクターで投影された横浜の

地図（現代）の上を人が歩くと、様々な時代

の横浜の地図と観光名所などが出現。 

鑑賞者の足元の近くに古地図が出現して

追従する。 

使用地図４点のうち１点が中央図書館 

所蔵の古地図。 

※令和 2 年 4 月 25 日～（終了時期未定）
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の専門的知見を活用して、「横浜の遺跡見学 16」や「小机城どうかん歴史がたり 17」など、学校

の授業等で活用できる動画コンテンツの作成や、近隣の学校が教材を作成する際の資料提供や監

修等の協力を行っています。 

また、YouTubeや Twitterなどのオンラインツールを活用し、企画展に関する講座や講演会の

実施や情報発信を行っており、令和３年度のオンラインコンテンツの閲覧回数は、27,000回を超

えました。 

さらに、収蔵庫資料・展示資料などの所蔵資料の活用を促進するため、所蔵資料のデジタル化

を進めています。特に、横浜開港資料館では文化庁の補助金を活用し、横浜開港に関する 27万

点のコレクションのうち、これまでの企画展示等で人気が高かった古写真や古地図のデジタル化

（年間 2,100件）を行っており、デジタル化した所蔵資料は、デジタルアーカイブとしてホーム

ページ上で公開するほか、開港資料館オリジナルグッズの作成・販売や民間事業者と連携した商

品化等の活用についても取り組んでいます。 

１ 課題 

これまでの学校における学びを大切にしつつ、引き続き、学習支援クラウドサービスなど ICT

を効果的に活用していく必要があります。また、今後、端末の持ち帰りも想定されることから、

引き続き、情報モラルなど活用ルールもしっかり周知・啓発していく必要もあります。 

さらに、学校での活用を進めていく中で通信速度の低下や、学校間での ICT の活用レベルに

差が生じるなど、課題も明らかになりました。 

２ 今後の方向性 

ネットワーク等、ハード面の改善は引き続き進めるとともに、ICT 支援員や学校への支援体

制、研修の充実のほか、「児童生徒の情報活用能力の育成」、「教員の ICT活用指導力の向上」、

「好事例の横展開」など、教育研究会とも連携しながら、あらゆる手段を講じることで、学校

間での ICT活用の差の解消に向けて取り組んでいきます。 

中期的な取組として、将来を見据えた取組にも着手します。これまで紙ベースであった調査

については、CBT化を進め、効率化を図るとともに、国や大学等とも連携して、教育 EBPMの観

点からデータ活用を進め、児童生徒の学びや教員の授業改善・人材育成などに資する取組を進

めていきます。 

教育分野におけるデジタル化にかかる取組は、今後策定する「第４期横浜市教育振興基本計

画」の中で、「横浜 DX戦略（仮称）」とも連動させながら進めていきます。 

16 大塚・歳勝土遺跡公園や歴史博物館常設展を説明する動画コンテンツ。 
17 小机城跡を説明する動画コンテンツ。出張授業で使用している。「どうかん」とは太田道灌のこと。 

課題・今後の方向性 

＜デジタル化資料を活用した商品 

（クリアファイル）＞ 

＜オンライン授業用動画の作成協力＞ ＜オンライン展示解説＞ 
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４ 中学校給食について

令和３年４月から中学校給食(デリバリー型)の提供を開始し、献立の工夫や食育に力を入れ、令

和３年度は年間を通じて 20%を上回る方にご利用いただきました。生徒の荷物の負担などを軽減し、

スムーズに中学校生活に移行するために、４月からの一定期間、新１年生に、中学校給食の利用を

推奨する「さくらプログラム」を 86 校で実施しました。また、生徒考案メニューの提供やメニュ

ーコンクールの実施など食育を通じた利用促進のほか、テレビ、ラジオ、SNS や広報よこはま等を

活用した広報に取り組みました。 

１ 令和３年４月の給食の喫食率 

生徒全体 21.7％（年間を通じて 20％を上回る方にご利用いただきました） 

※生徒の内訳 １年生：37.7％、２年生：17.2％、３年生：10.5％

２ 給食化に伴う献立や味付けの工夫 

栄養バランスに加え、様々な地域の郷土料理や行事食、地産地消など、家庭でなかなか食べる機

会が少ない献立を提供するなど、給食を通じて生徒の学びにつなげる取組を行っています。また、

給食化に伴い、食材費を 60円増額したことで、より食材を充実することができています。 

デリバリー方式は、食缶方式よりおかずの品数が２～３品多いため、多彩な食材を使った献立

を提供出来ることが特徴です。食材を生かし美味しく感じることができるよう、本市の栄養士が

検食の結果をフィードバックするほか、工場巡回等の際に調理方法に関する指示を行っています。

生徒や保護者からは「えびフライがカリカリして美味しかった」「かきたま汁の玉子の感じが美味

しかった」「塩味は少ないが出汁がきいていて美味しかった」というご意見をいただいています。 

１ 中学校給食を通じた食育の取組 

（献立表の裏面に記載） 

毎月生徒に配布している献立表の

裏面に中学校給食を通じた食育の取

組を掲載しました。地産地消や中学生

に必要な栄養量のほか、地域の郷土料

理や生徒考案メニューなど、給食を活

用した食育の取組について紹介しま

した。 

中学校給食の利用状況等について 

中学校給食のプロモーションについて 

【地産地消の紹介】 

令和３年 10月 

(参考）令和４年４月の給食の喫食率 

生徒全体 30.1％ 

※生徒の内訳 １年生：41.4% 、２年生：31.8% 、３年生：17.9%

 年々利用者が増えています。 
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２ 利用促進に向けた取組 

(1) 新入生応援月間の重点広報

令和４年４月のさくらプログラム全校実施に向けて、小学校を通じて新入生の保護者へ入学前

の登録を御案内するとともに、庁内関係課と連携し、様々な媒体を活用した広報に取り組みました。 

※「さくらプログラム」

生徒の荷物の負担などを軽減し、スムーズに中学校生活に移行するために、４月からの一定

期間、新１年生は、中学校給食の利用を推奨する取組。 

令和３年度は 86校で実施し、令和４年４月から全校（145校）に拡大して実施しました。 

≪プロモーション動画≫ ≪広報よこはま 4月号≫≪tvk広報番組「ハマナビ」 
令和 4年 3月 19日放送≫

【中学生に必要な栄養量の紹介】 

令和４年４月
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３ 保護者向け試食会 

新型コロナウィルス感染症への対策を行いながら、中学生の保護者向けに試食会を実施しまし

た。１月～３月の急激な感染状況の拡大により、残念ながら２月、３月の開催は見送ることとなり

ましたが、13校、計 231人に試食をいただきました。 

Ｑ 中学校給食の印象について教えてください 

横浜市は、全国最多となる約８万３千人の生徒・教職員を抱えており、供給体制の確保が課題と

なりますが、給食を希望する全ての生徒に安全・安心な給食を確実に提供してまいります。 

更なる喫食率の増への対応に備え、製造事業者の供給体制の確保や生徒にとって利便性の高い配

膳方法の改善・工夫について、事業者の協力を得ながら取り組むとともに、食育の充実や生徒に選

ばれる献立の工夫、給食の魅力を伝える広報にも、引き続き取り組んでいきます。 

また、学校給食法の趣旨を踏まえ、より多くの生徒に中学校給食を提供するため、新たな中期

４か年計画の策定と合わせて、今後の中学校給食の在り方を公表できるよう検討を進めます。 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

試食後

試食前

良くない あまり良くない 普通 やや良い 良い

課題・今後の方向性 

良くない・あまり良くない：34.9％

良くない・あまり良くない：10.3％

良い・やや良い：16.4％

良い・やや良い：52.7％
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５ コラム① 個別最適な学び・社会とつながる協働的な学び 

○小学校・中学校個別支援学級

・小学校 個別支援学級（理科）

顕微鏡の操作は難しく、思うように観察することが

できないことがあります。そこで、接眼レンズにタブ

レット端末を取り付け、画像を撮影することで、子供

が観察カードに記録しやすくします。

また、受精卵を動画撮影できるので、受精卵の中の

心臓や血液の動きも観察可能となります。

・中学校 個別支援学級（体育）

教員が実技の様子を動画撮影し、生徒の端末に送ります。

生徒たちは、自分の実技の様子を動画で確認するなど、

授業の振り返りに活用します。

ロイロノートのテキスト機能を活用すると、お互いの

良かったところや課題などを視覚的にも意見交換や意見の比較をすることができます。

○通級指導教室

・通級指導教室と在籍校とでの ICT 活用

～連携・協働

通級指導教室で書字が苦手な児童に

タブレットの音声入力を指導します。

その指導内容を通級担当の教員が、協

働型巡回指導で、在籍校の担任に伝え

ます。

ある児童は書字が苦手で、テストの

解答にも苦手意識があったので、スキ

ッチというアプリでテストを撮影し、 
音声入力で解答するする方法を通級担当教員が在籍校の担任に伝えました。これにより、書字に

苦手意識のあった児童が自信を持ってテストの答案を作成することができました。

○特別支援学校

・小学部５年生 国語

デジタル教科書を使用しています。教科書のページも自分でめくれるよ

うになりました。自宅からオンラインで参加している同級生と、意見交換

もできるようになりました。

・中学部 国語（Google 活用例）

小説の登場人物の相関関係を、ジャムボードを使って整理して

います。色の使い分けをしながら、考える場面から発表する場面

につなげています。

小学校・中学校個別支援学級、通級指導教室及び特別支援学校の ICT 機器活用について 

【Google を活用して学ぶ様子】 

【デジタル教科書を使用している様子】

【ロイロノートを活用している様子】

【タブレット端末を活用して顕微鏡で学習する様子】

【スキッチを使用した学習の例】 
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「はまっ子未来カンパニープロジェクト」は、企業・地域等の方々と横浜の児童生徒が連携し、「商品

開発・販売」や「地域課題の解決」に関する学習を行う中で、児童生徒の社会参画に対する意識を高め

る「自分づくり（キャリア）教育」の事業として、平成 28 年度から実施し、令和３年度で６回目となり

ました。

令和３年度は、50 校で 89 の取組を行いました。取組内容を、パンフレットにまとめ、全市立学校や

連携機関に配付するとともに、市民向けにも配架しています。

また、オンラインによる学習発表会「はまっ子が横浜の未来を語る会」を開催し、当日は 2,000 人以

上の児童生徒等が参加し取組発表や意見交換などを実施しました。

はまっ子未来カンパニープロジェクトについて 

子どもたちの 

思い・願い 

自分たちにできることを考え、大人と

連携・協働し、大人の姿に学びながら

地域課題を解決していく 

横浜市内の 

企業・地域の力 

〈プロジェクト連携イメージ〉 

瀬ケ崎小学校 ５年生の取組  

【黒船石けんで変える 世界の環境と私たちの未来】 

〈子供たちの思い・願い〉 

・みんなで楽しく手洗いできるような、

地域のよさを生かし、人に送りたく

なるような石けんを作りたい。

〈連携企業〉 

・ハーチ株式会社

・SDGs横浜金澤リビングラボ 他

取組例 

横浜金澤 黒船石けん 
竹炭の黒さやペリーが金沢区に来ているこ
とから黒船石けんと名付けました。宣伝用
写真も自分たちで撮りました。

桜岡小学校 ５年生の取組 

【カレースパイスでつながる私たちの未来 

】 

〈子供たちの思い・願い〉 

・上大岡の街をカレーで笑顔

いっぱいの街にしたい。

・誰もが安心して笑顔で食べら

れるカレーを作りたい。

〈連携企業〉 

・交易食品株式会社

・Spicy Monkey’s

「令和３年度 

第６回はまっ子未来カンパニー 

プロジェクト－ともに描き、未来を

創る－」取組報告パンフレット 

本プロジェクトは、横浜市のキャリア教育「自分づくり教育」を推進する上での大きな取組の

一つであり、社会や集団の中での自分の役割を意識し、今も将来もふるさと横浜に貢献するこ

とで、夢や希望、目標を持てるようにすることを大切にしています。
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５ コラム② 小机城址の文化財調査 

小机城址は、港北区小机町に所在する中世城址です。

文
ぶん

明
めい

10 年(1478年)に「小机要
よう

害
がい

」として文献に初見し

関東争乱の中で戦国大名小田原北条氏の勢力下に置かれ

ていきました。小田原北条氏は、一族を城主に、古参の

家臣を城代として務めさせるなど、領地経営の中でも重

要視していたと考えられています。 

西から東に蛇行しながら流れる鶴見川は、市内でも主

要な河川の一つです。その右岸、南から突出する樹枝状
じゅしじょう

の丘陵先端部を占地
せ ん ち

して築城された小机城址は、河川と

それに伴う湿地帯に守られた天然の 要
よう

害
がい

です。 

 古くから城址として認識されており、地域の方々の

様々な活動もあり、宅地化が著しい地域ですが、土地が

切り売りされることもなく 遺
い

存
ぞん

している様相は、まさ

に奇跡的といっても過言ではありません。城址の範囲内

には第三京浜道路が南北に縦走しており、一部の遺
い

構
こう

を壊していますが、市内で群を抜いた 遺
い

存
ぞん

度の城址という価値は、事実として揺るぎようがありませ

ん。 

 小机城址は、先人の研究者によって何枚もの縄
なわ

張
ばり

図が作成されています。また、古絵図
こ え ず

もいくつ

か残っており、研究の上で大変貴重な資料です。しかしながら十分な調査がなされた事例はなく、学

術的な確証がない状況であったため、その実態を明らかにするために、発掘調査を望む声が高まって

いました。これらの要望に応える形で、より良い保存と学術的な確証を図ることを目的とした確認調

査を令和３年度に実施し、確認調査の結果、東曲
くる

輪
わ

調査区では、中世の 掘
ほっ

立
たて

柱
ばしら

建物を想定させる

柱
ちゅう

穴
けつ

跡
あと

群を発見しました。北 空
から

堀
ぼり

調査区では、埋没した堀
ほり

斜面を検出し、中世土器(かわらけ)も

出土しました。これらは新発見の埋蔵文化財であり大変貴重な成果です。 

 本成果は、地元の城郷地区の皆様を対象に現場説明会を行ったほか、横浜市歴史博物館では速報展

示を行い、市民の皆様にお伝えしました。現場説明会には 141人の参加があり、実際に発掘された遺

構や遺物を間近で見ていただき、身近にある文化財への意識と発掘調査への理解を深めてもらう機会

となりました。 

なお、令和４年度も確認調査を予定しています。 

氏綱時代の北条氏の支配領域図 

（黒田基樹『戦国北条五代』（星海社、2019年）

より一部改変して作図 

【北空堀】 【東曲輪】 

【かわらけ】 【作業近景】 

 【現場説明会】 

【用語解説】

要害：統治上や軍事的に重要な地点

縄張：城址の範囲やその設計をすること

曲輪：人為的に区画された平坦な場所で建物を建築

空堀：地面を溝状に掘って造る防御施設
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５ コラム③ 身近で便利な図書サービスの充実

市立図書館では、身近で便利な図書サービスとして、図書館以外の場所で予約した図書の受取と返却

ができる「図書取次サービス」や、本棚を取り付けた特別仕様の車で市内を巡回する「移動図書館サー

ビス」に取り組んでいます。

〇日吉図書取次所（愛称：日吉の本だな）の設置 

 

 

 

 

【図書取次所】

日吉図書取次所
（日吉の本だな）

港北区日吉 ４-１-１ 慶應義塾大学協生館１階 

二俣川図書取次所 旭区二俣川１－３－２ 二俣川駅行政サービスコーナー内

東戸塚図書取次所 戸塚区品濃町 692 東戸塚駅行政サービスコーナー内 

港南台図書取次所 港南区港南台５－３－１ 港南台地区センター内

青葉区図書取次サー
ビス実施場所

美しが丘西地区センター 、大場みすずが丘地区センター、奈良地区センター 、 
藤が丘地区センター、若草台地区センター、田奈ステーション（青葉区区民交
流センター） 、青葉台コミュニティハウス

〇移動図書館「はまかぜ号」の増設 

   

 

 

移動図書館サービスでは、約 3,000 冊の図書を車に載せ、図書館から遠い地域を中心に２週間おきに

巡回しています。

令和３年度に移動図書館車「はまかぜ２号」を製作し、２台の運行体制により、令和４年４月から、

新たに８か所の巡回先を加え、市内すべての区合計 29 か所への巡回とともに、既存の巡回場所の利用 
時間延長など、サービスを拡充しました。

【日吉図書取次所（日吉の本だな）】 

予約した市立図書館の図書の受取と返却ができる「図書取次所」
を設置しています。 

令和４年１月に、新たに「日吉図書取次所（愛称：日吉の本だな）」
を開設しました。 
日吉図書取次所では、予約した図書の受取・返却ができるほか、

展示・イベントスペースを設け、「港北の小学生がえらぶ本」など
の企画展示や、港北区地域振興課による区民活動支援センター出張
相談会を実施しました。今後も、新しい本との出会いや多世代交流
等をテーマにした、本の企画展示やイベントを実施していきます。 

【はまかぜ２号】
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５ コラム④ 教職員の働き方改革 

〇「横浜市立学校 教職員の働き方改革プラン」について 

  横浜市では「横浜市立学校 教職員の働き方改革プラン（以下、働き方改革プラン）」を平成 30年

３月に策定し、４つの戦略に基づき、様々な取組を総合的に推進しています。 

〇働き方改革プランの４つの戦略と主な取組

  
 

 

〇令和３年度までの取組状況 

プランに基づく取組を全市的に進めた結果、以下の進捗が見られました。 

・ 時間外在校等時間月 80時間超の教職員の割合の着実な減少

・ 19時までに退勤する教職員の割合の指標を令和元年度から継続して達成中

・ 年休取得日数 10日以上取得人数の割合の着実な増加

指標 目標値 平成 30年度 令和元年度 令和２年度※ 令和３年度 

指標１ 
時間外在校等時間月 80 時

間超の教職員の割合 
0％ 15.2％ 11.6％ 

10.0％ 

（9 月～3月） 
8.9％ 

指標２ 
19時までに退勤する教職員

の割合 
70％以上 69.7％ 72.5％ 

71.9％ 
（9 月～3月） 

75.9％ 

指標３ 健康リスク・負担感指数 100未満 109 109 104 107 

指標４ 年休取得日数 全員 10日以上 73.7％ 75.4％ 60.5％ 88.8％ 

※令和２年４月から８月は、一斉臨時休業、段階的な教育活動、例年より短い夏季休業等により、例年と違った教育活

動となったため、９月以降の比較とした。

時間外在校等時間月 80時間超の教職員の割合は、平成 30年度から令和３年度までの本市の全体平

均を比較すると、小学校では 8.1％から 5.1％、中学校では 32.8％から 18.0％となり、着実に減少し

ているものの、道半ばの状況です。教員採用試験の受験者数減少への対応や ICT活用を含む教職員の

資質・能力の向上が求められている今だからこそ、教職員一人ひとりの心身の健康、学ぶ時間の確保、

そして教員という職業の一層の魅力向上などの観点からも、今後も働き方改革を推進してまいります。 

戦略１ 学校の業務改善支援 

戦略２ 学校業務の適正化・精選等 
◆学校業務の精査・精選

・教職員の業務のアウトソースの推進

・障害者就労施設との連携強化

・部活動指導員の配置 など

戦略３ チーム体制の構築等 
◆学校をサポートする専門スタッフ等の配置

・職員室業務アシスタントの配置

・ICT支援員派遣の充実 など

◆ICT を活用した業務改善支援

・クラウドサービスを活用した資料共有・授業準備

・オンライン健康観察 など

戦略４ 教職員の人材育成・意識改革 
◆マネジメントの推進

・各校の中期学校経営計画に働き方改革を

位置付けるよう制度改正 など

＜学校業務アウトソース×福祉作業所（プール清掃）＞ 

＜職員室業務アシスタント＞
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６ 学識経験者による意見 

本市教育行政に造詣の深い二人の学識経験者から御意見をいただきました。 

（１）学識経験者の紹介

○中川 一史（なかがわ ひとし）氏 放送大学教養学部教授

教育工学、情報教育を専門とする。本市の小学校教員、横浜

市教育委員会指導主事、金沢大学教育学部教育実践総合セン

ター助教授、独立行政法人メディア教育開発センター教授を

経て 2009年から現職。

文部科学省「デジタル教科書」の効果的な活用の在り方等

に関するガイドライン検討会議、「教育の情報化に関する手

引」作成検討会などの委員として活躍している。 

本市のプログラミング教育についてのアドバイスや GIGA

スクール構想において購入する端末の選定などに御助言いた

だいている。

著書に、『学びの資質・能力―ラーニング・トゥ・ラーン―』

（共著 東洋館出版社）、『小学校プログラミング教育の研修

ガイドブック』（監修 翔泳社）がある。 

○鈴木 裕子（すずき ゆうこ）氏 国士舘大学文学部教授

養護教諭教育・学校保健学を専門とする。本市の公立学校

（小学校・中学校・特別支援学校）養護教諭、横浜市教育委員

会指導主事、国士舘大学文学部教育学科教育学専攻講師、同

准教授を経て、2018年から現職。 

養護教諭のアイデンティティ研究、人材育成や保健室経営

向上に尽力し、一般社団法人日本養護教諭教育学会常任理事

としても活躍している。 

本市の保健、健康教育、食育などに幅広く御助言いただい

ている。 

著書に、『養護教諭の歴史とアイデンティティに関する研

究－養護概念の変遷の検討を中心に－』（単著 DTP 出版）、

『これで解決！保健室経営Ｑ＆Ａ』 (共著 ぎょうせい)、『事

例から学ぶ「養護教諭のヒヤリ・ハット」』（共著 ぎょうせ

い)、などがある。 
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（２）学識経験者による意見

ア 放送大学 中川 一史 教授による意見

１ はじめに 

文部科学省は、中央教育審議会等で「個別最適な学び」と「協働的な学び」の一体的な充実

を示しています。 

ICT活用は、指導用の ICT（主に教員が提示用に使う）から学習者用の ICT（主に児童生徒が

学習用に使う）へシフトしています。これまで学校教育で ICTというと一部の得意な先生が頑

張れば良いものという雰囲気がありました。しかし、現在全国の 100％近くの小・中・特別支

援学校で１人１台端末環境が実現し、一部の教員の問題ではなくなっています。例えば、６年

１組ではよく使い、２組では使わないということでは公平性を欠きます。 

さらに、これまでの中央教育審議会の資料に、ここまで ICTが盛り込まれることはなかった

と記憶しています。本報告書にも、たくさんの ICTや GIGAの文字が出てきています。これまで

なかったことではないでしょうか。それだけ特別なことではないことになってきているという

こと、避けて通れないことだと推測します。 

これらのことを前提に【教育の更なる情報化の促進に向けて】について述べていきます。 

２ 「もの」の観点から 

１人１台端末環境の整備、高速通信ネットワーク環境の整備が行われてきました。横浜市が

高速通信ネットワーク環境の拡充・改善をしっかり行われてきたことは評価できます。 

また、各教室にアクセスポイントを設置していることも評価しています。このことで、学習

に使いやすい環境が保障されました。 

さらに、コロナ禍で学習動画コンテンツの作成と Web会議システム、YouTubeの活用を可能と

したことも評価できます。 

・今後の要望

（１）学習者用デジタル教科書について

学習者用デジタル教科書への移行の検討が加速化してきました。現在、私が委員をしてい

る中央教育審議会の特別部会で審議中です。 

今年度、外国語全校ともう１教科８割程度の学校に導入されています。ただ、神奈川県を

通じた文部科学省の割り振りにより、区ごとにプラン（実技４教科/国語・社会・道徳/算

数・数学・理科）が決められていて、自由に教科を選べなかったと聞いています。今後は各

校の実情や希望に合わせての導入をすべきだと考えます。実際に使ってみないとわからな

い、使いやすい、使いたい教科での検証が必要であると考えます。 

横浜市独自の効果検証もすると良いです。紙とデジタルの選択・組み合わせの検討に着手

すべきです。 

（２）教室の大型提示装置について

現在のものよりも、大型にする必要があります。このままでは、文字が多いデジタル教科

書の提示、共有に十分に活用できません。 
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（３）PC教室について

STEAM教育など教科横断的な取組が今後増えることが予想されます。有効活用を横浜市とし

ても前向きに検討をしていただきたいです。 

（４）BYODの検討

すでに高等学校や特別支援学校高等部で開始されていますが、今後は小・中学校での検討

も必要だと考えます。いつまでも自治体で用意し続けることができないのであれば、次の更

新時期がきてから検討では遅いと考えます。 

３ 「ひと」の観点から 

プログラミング教育の外部連携など ICT活用に関して、うまく外部の人の力を借りていると

評価します。 

情報ミドルリーダーの成長が大きいです。GIGAを先取りし、2018年 2019年と情報リーダー

養成を進めてきた結果、学校を支える存在になってきている。今年度、全７回のミドルリーダ

ー養成研修に、実に約 370名もの参加があるのは、素晴らしいことです。ぜひ次年度以降も続

けていってください。 

・今後の要望

（１）ICT教育担当職員の増員について

横浜市には、川崎市のように「GIGAスクール構想を専門に担当する部署」がありません。

少ないメンバーで GIGAスクール構想を推進していることは評価できますが、横浜市の規模

に対して担当職員数が十分ではないと感じます。GIGA スクール構想に関して、予算をかけ

ただけの進め方をするのであれば、まず教育委員会が組織体制を本気で検討していく必要

があると考えます。 

（２）管理職の意識差

積極的に、かつ柔軟にリーダーシップを働かせ進めている管理職がいる一方で、教育の

情報化の推進に関して管理職が十分に積極的にリーダーシップを発揮していない学校もあ

るのではないかと考えます。少なくとも ICT の活用については、横浜市が、到達度を確認

するリスト等を作成し、学校の実情を確認することで、どの学校でも共通の水準を保障す

る必要があります。また、理解はあっても具体的な推進イメージがない管理職も少なくあ

りません。管理職が推進イメージをしっかり持ち、それに向かって計画的に実践していく

ことで、多くの教職員が抱える心配事も軽減、あるいは ICT 活用を進めることの優先順位

を上げていくことができます。ICT管理職研修は悉皆にしてほしいと考えます。 

（３）ICT支援員の全校配置

在庫管理、端末のアップデート作業、故障時の交換対応、ソフトウェアのインストール、

登録作業、日々のトラブルシュートなど、専門知識のない教員が担っている現状がありま

す。ICT支援員が実際に学校に関われるのは、一つの学校で、月に１回程度と聞いています。

必要な時に在籍しているように、できれば常駐が望ましいと考えます。 
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４ 「こと」の観点から 

情報活用能力は、学習指導要領により学習の基盤となる資質能力の一つと位置付けられてい

ます。体系表を作成し周知するなど、情報活用能力の重要性を認識しながら進めていることは

大変評価できます。 

・今後の要望 

（１）持ち帰りの実施 

今後、個人所有も含め、学校と家庭を連続させた学びの場が求められてきます。コロナ禍

の対応というだけでは、１人１台は必要ないという話になってしまいます。その上で、保護

者が使えるアカウントの検討も今後必要と考えます。 

（２）制限の緩和 

学校でネット制限が色々あっても家ではあまり制限はないのが実際の状況です。段階をど

う見通すか、持ち帰りも含め、更に検討する必要があります。 
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イ 国士舘大学 鈴木 裕子 教授による意見

１ 教育委員の活動状況 

 新型コロナウイルス感染症による様々な制限が継続する中、オンライン形式によるスクール

ミーティングを開催するなど、学校現場との情報共有・相互理解を図るための工夫がうかがえ

ました。今後も感染症の状況をにらみながらの実施になることと思いますが、更に多くのスク

ールミーティングや学校訪問の機会が確保されることにより、学校現場の状況をよくふまえた

教育行政が継続されることを期待します。 

総合教育会議においては、放課後学び場事業、日本語支援拠点、特別支援教室や通級指導教

室、医療的ケアなど、様々な課題への対応について多方面から率直な意見交換が行われたこと

を高く評価します。子供たちに見られる新たな課題が益々多様化する一方で、働き方改革、人

材確保、教育 DX化など更なる検討を要する教職員に関する重要な課題もあります。このような

複雑な課題について、引き続き市長と教育委員会が共通理解を図りながら政策を進めていただ

きたいと思います。 

２ 新型コロナウイルス感染症への対応について 

令和３年度はデルタ株による第５波とオミクロン株による第６波という大きなピークが２回

あり、短い期間に国からの通知等が相次いで発出されたり、唐突に抗原検査キットの配付が決

定されたりするなど、全国的に学校現場で大きな混乱が生じました。特に各種学校行事等の教

育活動について、実施可否の判断や実施方法の検討に際して、具体的な基準がないため方針が

定めにくく、大変困惑した校長も多かったと聞いています。 

このような状況下にあって横浜市においては、神奈川県教育委員会の通知や保健所の助言を

ふまえ、随時「横浜市立学校の教育活動の再開に関するガイドライン」への反映が適切に行わ

れたことが認められます。 

さらに、これらについて校長会を通じて適切に情報提供が行われることにより、大きな問題

が生じなかったことは大いに評価できます。横浜市のような大きな組織で一定の基準を定め、

その内容の周知徹底を図るのは容易なことではありませんが、今後も校長会と連携を図り、児

童生徒の健康安全を守りながら教育活動を充実させる取組を継続していただくようお願いしま

す。 

３ 教育分野におけるデジタル化の状況について 

「横浜市における GIGAスクール構想」に基づき、各種取組が順調に進んでいることが読み取

れました。ICT環境を児童生徒の教育に活用することは元より、校務・業務のデジタル化によ

る教職員の業務改善が進むことに大きな期待を持っています。 

特に注目したいのは、児童生徒の健康状態や感染動向を把握する上でオンラインツールが活

用されていることです。コロナ禍においては、毎日の健康観察が非常に重要となっています。

ロイロノートの出欠機能を活用することにより、保護者が入力した児童生徒の健康状態に関す

る情報を、直接かつ迅速に把握することが可能となり、集計時間の短縮を図ることもできま

す。ICTの効果的な活用には一定の習熟が必要ですが、全ての教職員が効率的に校務・業務を
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進めることができるよう、学校間格差の解消に向けた支援をよろしくお願いします。 

 

４ 中学校給食について 

中学校昼食（ハマ弁）を中学校給食（デリバリー型）に変更したことにより、明らかな喫食

率の上昇が認められます。学年進行に伴い、これまで喫食率の低かった中学２、３年生にも中

学校給食が浸透していくことが期待できます。小学校の協力を得た入学前登録の案内や「さく

らプログラム」の実施が効果を上げているものと推察します。 

どのような取組においても広報活動は非常に重要です。学校給食摂取基準に基づき栄養バラ

ンスの取れた昼食が安全かつ安価に提供される学校給食の良さを、より積極的に広報すると良

いと思います。そして小学校同様、学校給食を食育に活用する取組も進めることで、児童生徒

の健康にも貢献できると考えます。横浜市独自の中学校給食の一層の充実を期待しています。 
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（３）７月 15 日学識経験者との意見交換会 

 

点検・評価報告書の素案を基に、学識経験者と教育委員会との意見交換を行い、本市教育

委員会の主な取組や課題について、様々な観点から議論しました。 

 

ア 日 時  ：令和４年７月 15日(金) ９時 00分～11時 00分 
 

イ 出席者  ：中川 一史氏、鈴木 裕子氏 

鯉渕信也教育長、中上直委員、森祐美子委員、 

木村昌彦委員、四王天正邦委員、大塚ちあり委員 

         木村奨教育次長、山岸秀之総務部長 
 

ウ 意見交換会における主な意見 

[教育委員の活動状況] 

（鈴木氏） 前年度に引き続き新型コロナウイルス感染症の影響がある中、スクールミー

ティングをオンラインで開催するなど、従来とは違う形で学校とのコミュニ

ケーションを図ってきたことが分かる。今後、感染症が収束したとしても、オ

ンラインの活用を選択肢の一つとし、学校との意見交換を深めていってほし

い。 

 
[新型コロナウイルス感染症への対応について] 

（鈴木氏） 状況が刻々と変化する中で、抗原検査キットの配付やマスクの着用など、

国、県、市から次々と通知があり、全国的に学校現場が混乱した。横浜市の

状況はどうだったのか。 

学校行事の実施可否については、保護者・地域から様々な意見があり、各

学校長は判断に非常に苦慮した。横浜市の対応はどうだったのか。 

 

（古橋教職員人事

部長） 

抗原検査キットについては、事前に各校長会と調整し、実際の運用方法な

どを説明してから学校に配付した。大きな混乱はなく配付できたと考えてい

る。 

 

（青石人権健康教

育部担当部長） 

マスクの着用については、児童生徒、保護者や学校現場に不安・混乱があ

った。校長会への適時の情報共有のほか、それぞれの方面事務所と各学校の

綿密な連携により、状況把握・対応に努めている。引き続き、丁寧な聞き取

りと、その都度の適切な対応に努力していく。 

 

（石川学校教育企

画部長） 

学校行事については、新型コロナウイルス感染症流行開始以降、保護者、

学校の両方から、心配や不安の声を頂いた。可能な限り学校の教育活動を継

続していくため、横浜市教育委員会事務局でガイドラインを出した。ガイド

ラインには、一律で禁止ということではなく、実施するにあたっての留意点

を掲載している。例えば、卒業式における人と人の距離確保やオンラインの
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活用、修学旅行における行き先変更など、各学校で様々な工夫をしている。

学校行事実施の判断は、今も困ることがあると思われるが、横浜市教育委員

会事務局が出したガイドラインを基準にして、保護者や学校運営協議会等の

御意見も頂戴しながら、各学校が判断している。 

感染症流行期に続々通知が発出され学校現場が混乱する件については、で

きるだけ各学校に送る情報が集約されたものであるように工夫している。例

えば、各所管課からそれぞれに通知を出すのではなく、関係課で調整し、で

きるだけ連名の通知等を出せるよう努力している。 

 

（大塚委員） コロナ禍と熱中症が同時に発生しており、マスクの着脱は特に難しい問題

となっている。児童生徒自身がマスクを外す判断をする上で、アドバイスが

ほしい。 

 

（鈴木氏） 一つの事例だが、ある学校では熱中症指数を昇降口に大きく掲示してい

る。教職員がそれを見て外遊び中にはマスクを外すよう声をかける。そうい

ったやりとりを繰り返すうちに、児童生徒が掲示を見て自分で判断する力が

ついてきた、と聞いている。 

 

 

[教育分野におけるデジタル化の状況について] 

（中川氏） 小学校、中学校、特別支援学校の児童生徒への１人１台端末の配備は、全

国でほぼ 100％。高等学校は 50％超だ。 

日本の教育の喫緊の課題は、単なる ICT環境整備ではなく、ICTを使って、

「教え込む教育」から「児童生徒が自ら学び取る教育」へどう変容するか。

教職員の役割は、ティーチングからコーチングに変わるだろう。 

「ひと・もの・こと」に分けたとき、「もの」として、情報通信ネットワー

クを他都市に先駆けて充実し、学校が快適に使える状況にしたことは評価で

きる。 

デジタル教科書は「読む教科書」を「書く教科書」「共有する教科書」へ変

化させる重要なツールだ。制約を減らし、学校の実情に合わせて自由に教科

を選べる形にしてほしい。また、デジタル教科書を活用する大型提示装置が

ある特別教室が必要。既存のパソコン教室の活用を検討してほしい。 

また、機器の更新についても検討を始めなくてはならない。 

「ひと」の問題として、授業に関して動ける ICT教育担当職員が、横浜市

の規模だと 10人は必要だと感じている。人に予算をかけてもらいたい。 

全国的な傾向として、管理職の意識差が各学校の ICTの活用差につながっ

ている。管理職へのチェック体制や悉皆研修の充実など、啓発を図ってほし

い。 

さらに、ICT支援員は全校配置が必要だと考えている。 

「こと」の問題として、GIGA端末の日常的な持ち帰り学習を検討してほし
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い。文部科学省はデジタル教科書の活用でも家庭学習を前提としている。 

 

（小椋学校教育企

画部担当部長） 

平時の ICT端末持ち帰りについては、フィルタリングと活用時間の設定を

前提として、７月から試行実施校の募集をしている。想定以上の応募校数が

あるため、今後実施校を増やしていく。 

また、７月から「横浜どこでもスタディ」という取組を実施している。様々

な事情で登校できない児童生徒が ICTを活用し、自宅などから授業に参加す

るもの。①オンラインでの授業参加、②板書の写真や配付資料の取得、③オ

ンラインによる教員とのコミュニケーション、④動画パッケージやドリルへ

の挑戦、といった各学校が示す選択肢を踏まえ、子供と家庭が学校と相談の

上、学ぶ方法を選ぶもの。年度内にできるだけ多くの学校で実施できるよう

取組を進めている。 

 

（中川氏） 非常に期待している。情報提供だが、先行して端末の持ち帰りを行ってい

る他都市では、端末使用可能時間の設定について、一旦各家庭に検討しても

らう取組が始まっている。家庭内でそういったコミュニケーションが図られ

るということ自体が重要だと他都市にも伝えている。 

 

（森委員） 教育に求められているものが変容していく中で、関係性の構築、目的の共

有や自分はどう考えているのか確認をする時間を、授業の中で増やしていく

必要があると感じている。そういった授業実践に変化しいていくためには、

何がテコになるとお考えか。 

 

（中川氏） キーワードは「共有」だと考えている。ICT の問題に限らず、単発の研修

そのものより、その前後の共有が研修の効果を左右する。ある高等学校では、

教員同士が対面での意見交換に十分な時間を取ることができない場合でも、

学校内ネットワークで情報共有しているため、問題の発見・対応が迅速だと

いう。情報共有に ICTを使っているかに関わらず、ちょっとしたことの横転

換ができている学校は、結果的に ICT 活用も上手くいっているケースが多

い。そういった視点の管理職研修も必要なのではないか。 

 

（森委員） 個別支援級、不登校、外国につながる児童生徒など、特別な支援の必要な

子供が増えている。そこに向けて工夫のヒントなどがあれば伺いたい。 

 

（鈴木氏） 特別な支援が必要な児童生徒の状況は、個別で多様。一人ひとりに合わせ

てオーダーメイドで考えていくしかない。一般論で考えず、児童生徒を丁寧

に観察する、丁寧に関わる。子供は必ずメッセージを発信している。 

 

（中川氏） ICT は個別最適な学びと親和性が高いが、紙にペンで書いた方が良い場面

では紙を選択すべき。子供自身が最適な選択をする力を付けていくことが重
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要。 

 

（中上委員） 通信の民営化や活用のタイミングでは、安全性と経済性の問題が常に議論

されてきた。トラブル時に復旧できる、複数ルートを用意するといった安全

性は公共として重要だが、非常に費用がかかる。教育に ICTを活用していく

にあたり、通信がダウンしたときのリスクにどう備えれば良いか。 

また、ICT機器更新の財政負担について考えがあれば聞かせてほしい。 

 

（中川氏） 通信がダウンしたとき、従来のアナログツールも使いながら授業を行える

対応力を、教職員は求められていると考えている。 

機器更新の財政負担について、今は教具だから自治体が用意するという考

え方だが、家庭でも学校でも使うプライベートツールとして個人が用意する

BYOD（Bring Your Own Device）の考え方も検討していかなければならない

と感じている。 

 

（木村委員） ICT は学校現場を大きく変えていく。最初は一律の環境整備だが、今はも

う各学校がどう活用するのかという段階だ。学校現場を視察しても、学校間

格差が大きいと実感している。コンピテンシーの育成という視点で、実務に

携わる教職員対象の研修ではなく、管理職に対する研修であれば、どういっ

た内容が効果的なのか。 

 

（中川氏） 管理職、校長に対しては、活用例を知ることが第一歩だと考える。また、

ICT を活用していけば様々なトラブルが発生する。発生しないようにするの

ではなく、対処方法やグッドプラクティスをいくつも持っていることが大切

になる。これをするなということではなく、維持していくための留意点を考

える視点を持ってほしい。うまく対応できているケースを多数理解してもら

うことが、管理職向け研修で大事なことだと思う。 

 

（大塚委員） 60歳を超えた元教員が臨時的任用職員の応諾を検討するにあたり、ICTが

どうしても一つのハードルになると聞く。ICT に不慣れな教員にとっては、

提供される好事例はレベルが高い印象がある。初心者向けの好事例があれば

紹介してほしい。 

 

（中川氏） 好事例を共有するときは、上手くいっている結果だけでなく、どのような

経緯でそういった活用がされることになったのかということとセットで考

えることがポイントになる。アナログな授業を工夫していった結果が、デジ

タル教材の活用につながった例もある。断片を見て、同じ取組をしても上手

くいかないことがある。 

情報社会にあっては、「先生が全部知っていないとできない」という発想を

転換していかなければならないのではないか。子供の方が詳しいことも当然
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ある。 

 

（鈴木氏） 効率的な健康観察及びチームとしての学校経営の観点から、養護教諭、栄

養教諭等への ICT支援の充実や、保健室等への ICT環境整備にも取り組んで

ほしい。 

  

[中学校給食について] 

（鈴木氏） 中学校給食は、生徒の昼食の選択肢拡大のほか、栄養バランスの取れた昼

食の喫食という意味でも意義が大きい。喫食率向上に向け、努力を継続して

ほしい。継続したプロモーションによって、中学校給食が児童生徒や保護者

に浸透・定着すると思われる。 

 

 

[教職員の働き方改革について] 

（鈴木氏） 様々取り組んでいるが、年々、少しずつの改善となっている。横浜市が

作成した「教職員の働き方改革プラン」にも「先生の Happyが子どもの笑

顔を作る」と記載されているとおり、教職員が元気に、ゆとりを持って児

童生徒と関係することは、非常に重要。引き続き注力してほしい。 

ノロウイルスの流行時などにも、症状のある全児童生徒の状況の把握か

ら保健所への連絡までに時間がかかり、対応が遅れることがある。今回の

報告書にも健康観察のオンライン実施の例が記載されているが、オンライ

ン化をうまく使うことは、働き方改革としても、児童生徒の健康管理の面

でも、意義が大きいと感じる。 

 

[子供のけがについて] 

（大塚委員） 学校現場ではけが等の事故が多発している。児童生徒が必ずしも正確に痛

みの程度や部位を発信できない中で、保健室行きや病院行きを担任・学校が

判断しなければならない。その際のアドバイスがあれば頂きたい。 

 

（鈴木氏） 児童生徒は「大丈夫か」と聞けば「大丈夫」と答えることが多いことを知

っておくべき。学校に居たい、病院に行きたくない、部活動に出たい、親に

心配をかけたくないなど、背景は様々だが、多方面に気を使う子供が増えて

いる印象がある。児童生徒が「大丈夫」と言っても、先入観を持たず、児童

生徒を冷静に観察することが大切。 

 

 

[失敗体験の有用性について] 

（四王天委員） 人を成長させる要素の一つとして、成功体験と失敗体験があると思う。

社会人に求められる資質として、折れない心、折れても立ち直ってくる力

がある。これを養うために、若いうちから失敗体験を重ねてほしい。失敗
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に動揺しないで許容し、やり直す意欲を高める教育について、御意見を伺

いたい。 

 

（中川氏） 分野横断的な学びである STEAM教育の提唱や、高等学校の学習指導要領へ

の「探求」の追加など、日本の教育も「乗り越える」視点が大切だという認

識に立ってきたと感じている。失敗体験が成長につながるには、三つの要素

が必要だと考えている。まず、一緒に乗り越えていく友人あるいはグループ

がいる、協働的な場面であるということ。次に、失敗が乗り越えられるタイ

ミングで起きていること。教員はまさに、その失敗がその子に取ってどうい

う意味になるのかを観察し、伴走者としてコントロールすることが求められ

るのではないか。最後に、失敗した子供へのフォロー。フォローがあってこ

そ、もう一回乗り越えようというモチベーションになる。 

 

（四王天委員） ICT の話題でも出ていたが、教員が率先して失敗し、完璧でないことを自

己開示していく場面があっても良いと感じた。 

教員が児童生徒の失敗を先回りし、回避してしまっているケースがあるの

ではないか。失敗すると分かっていても、失敗体験のチャンスと捉え、見守

る胆力が必要なのかもしれない。 

 

（中川氏） 教員はもっと不親切になるべき、と考えている。真面目で懸命な教員ほど、

児童生徒が困らないように指導する。それが結果的に児童生徒の思考停止を

生んでしまう。教員がもっと不親切になって、児童生徒自身が右往左往し、

教員はそれを見守るような場がとても重要だと、講演でもよく資料にしてい

る。 

 

（鈴木氏） 失敗や壁は成長のチャンス。学校は集団教育の場であり、児童生徒は学級

の中で成長し、教員は教員集団の中で成長する。失敗を許容する温かな学級・

学校風土の醸成は、校長や教員の重要な役割だ。 

 

 

[令和３年度を振り返って] 

（鯉渕教育長） コロナ禍が始まった頃、修学旅行の実施について、学校から「学校で判

断するのはとても難しい、保護者も賛否両論である。」といった切実な相談

が数多くあった。一方、校長会と意見交換したところ、校長会としては、

「修学旅行は学校ごとの教育活動であり、校長が学校経営の中で判断して

いくべき。」という意見が多数派だった。結果として教育委員会が行ったこ

とは、まん延防止等重点措置や緊急事態宣言下には国や神奈川県の要請を

踏まえて、県境を越えたり、宿泊を伴ったりするものは中止又は延期する

よう通知した。加えて、実施の場合の留意事項をガイドラインに記載し、
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更にキャンセル料の補填を行った。また、看護師が修学旅行に同行するた

めの予算も計上した。 

ICT支援員は評判が良いが、国の補助制度が無いのが課題。今は、感染症

対策の臨時交付金を活用しているが、ICT支援員の存在は不可欠であり、現

状の配置でも不十分だと認識している。 

端末更新の課題の話題も出たが、義務教育無償という枠組みの中で、全

自治体で端末を導入した。更新の段階になって、BYOD、４万円以上する端

末を個人負担で、と国に言われてしまえば、極めて苦しい課題になると感

じている。 
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７ まとめ ～令和３年度振り返りと今後に向けて～ 

 
令和３年度の教育委員会の活動実績と取組事業について、学識経験者からの意見を踏まえ、点

検・評価を実施しました。事業全体では、第３期横浜市教育振興基本計画に掲載のある事業を中

心に、新型コロナウイルス感染症拡大防止の影響を受けている事業もありますが、着実に推進し

たと考えています。学識経験者から指摘のあった点を振り返りながら、今後の考え方を示しま

す。 

 

（１） 教育委員の活動状況について 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

スクールミーティングや学校訪問を通じ、教育委員が学校現場における様々な事象を把握

することは、本市の教育行政における重要事項や基本方針を決定する上で非常に重要なこと

と考えています。 

また、教育、学術及び文化の振興を図る上で、総合教育会議において市長と教育委員会が重

点的に講ずべき施策等に関して協議し、共通理解を持つことは不可欠なため、今後もこれらの

機会を有効に活用しながら政策の推進に取り組んでまいります。 
 

（２）新型コロナウイルス感染症への対応について 

 

 

 

 

 

 

 

 

児童生徒の安心・安全な教育活動のために、市立学校では様々な感染拡大防止措置を講じ

ていますが、多様な場面における感染症対策について、「横浜市立学校における新型コロナウ

イルス感染症に関する衛生管理マニュアル」を通して、感染予防のための取組及び実施に当

たっての留意事項を示し、周知徹底してまいります。 

引き続き、市内や県内の最新の感染動向や、国及び神奈川県からの通知等を確認しながら、

児童生徒と教職員の健康と安全を最優先として教育活動に取り組むよう、速やかな情報提供

に努めてまいります。 
 

 

【学識経験者からの意見（Ｐ.33）】 

更に多くのスクールミーティングや学校訪問の機会が確保されることにより、学校現場の状況

をよくふまえた教育行政が継続されることを期待します。 

総合教育会議においては、～（中略）～子供たちに見られる新たな課題が益々多様化する一方

で、働き方改革、人材確保、教育 DX化など更なる検討を要する教職員に関する重要な課題もあり

ます。このような複雑な課題について、引き続き市長と教育委員会が共通理解を図りながら政策

を進めていただきたいと思います。 

 

【学識経験者からの意見（Ｐ.33）】 

特に各種学校行事等の教育活動について、実施可否の判断や実施方法の検討に際して、具体的な

基準がないため方針が定めにくく、大変困惑した校長も多かったと聞いています。～（中略）～横浜

市のような大きな組織で一定の基準を定め、その内容の周知徹底を図るのは容易なことではありま

せんが、今後も校長会と連携を図り、児童生徒の健康安全を守りながら教育活動を充実させる取組

を継続していただくようお願いします。 
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（3）教育分野におけるデジタル化の状況について 

 

 

 

 

 

 

 

文部科学省によるアンケート調査などを参考にしながら、学習者用デジタル教科書の効果

や課題について本市としても調査を行う予定です。また、学習者用デジタル教科書の活用研

修や実際に活用している授業の視察などを通して、デジタル教科書の効果的な活用方法につ

いて検討を進めていきます。 

 

 

 

 

 

教室内は元より、オンライン授業の画面越しでも見やすく、新型コロナウイルス感染症等

での臨時休業時の学習保障や、様々な事情で登校できない児童生徒が効果的に学習に取り組

むことができるよう、プロジェクタの整備について検討を進めていきます。 

 

 

 

 

 

PC教室については、１人１台端末の整備が進んだことで使用する機会が少なくなっています

が、「校内メディアセンター」や「ネット図書館」等としたり、例えば、ICTを用いて国際交流

等を行うスタジオや多目的スペースとして活用したりするなど、各学校の状況に応じて活用で

きるよう、進めていきます。 

 

 

 

 

 

 

児童生徒１人１台端末環境を継続して維持していくため、端末の更新費用への国庫補助等

の財政支援を求めていくことを基本とし、ほかの自治体の先行事例も確認しながら、検討を

進めていきます。 

 

【学識経験者からの意見（Ｐ.30）】 

（１）学習者用デジタル教科書について 

～（略）～実際に使ってみないとわからない、使いやすい、使いたい教科での検証が必要で

あると考えます。 

横浜市独自の効果検証もすると良いです。紙とデジタルの選択・組み合わせの検討に着手す

べきです。 

【学識経験者からの意見（Ｐ.30）】 

（２）教室の大型提示装置について 

現在のものよりも、大型にする必要があります。このままでは、文字が多いデジタル教科

書の提示、共有に十分に活用できません。 

【学識経験者からの意見（Ｐ.31）】 

（３）PC教室について 

STEAM 教育など教科横断的な取組が今後増えることが予想されます。有効活用を横浜市と

しても前向きに検討をしていただきたいです。 

【学識経験者からの意見（Ｐ.31）】 

（４）BYODの検討 

すでに高等学校や特別支援学校高等部で開始されていますが、今後は小・中学校での検討

も必要だと考えます。いつまでも自治体で用意し続けることができないのであれば、次の更

新時期がきてから検討では遅いと考えます。 
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GIGAスクール構想の更なる推進にあたっては、現状の課題分析や成果をしっかり検証した

上で、必要に応じ、業務量に見合った体制を検討していくことが必要と考えます。プロジェ

クトを組んで関係各課・室と連携するなど、工夫をしながら GIGAスクール構想の推進に取り

組んでいきます。 

また、ICT支援員については、令和４年度は、児童生徒の卒業や入学にあわせ必要となる端

末のリセットやアカウント付与等、端末導入後初となる年次処理の支援も行うため、訪問回

数及びカリキュラムコーディネータ等による研修や情報共有を拡充しました。回数増に伴い、

いくつかの学校で支援員の決定が遅れた反省を踏まえ、年度当初から同じ者が定期的に訪問

できるようにするなど、引き続き、学校の ICT支援が継続的に行えるよう努めていきます。 

 

 

 

 

 

 

 

ICTの活用にあたっては、令和４年６月に学校あてにアンケート調査を実施し、市立学校の

ICT の活用状況を学校管理職に共有しました。教育委員会として ICT 活用に向けた研修や支

援は引き続き行っていきますが、支援が必要な学校に対しては、管理職向けのヒアリングや

研修、校内の組織づくり支援等、学校ごとの個別のサポートを行いながら ICT 活用を推進す

るとともに、管理職の意識を高めることにも努めてまいります。 

 

（４）中学校給食について 

 

 

 

 

 

 

 

【学識経験者からの意見（Ｐ.31）】 

（２）管理職の意識差 

～（略）～少なくとも ICT の活用については、横浜市が、到達度を確認するリスト等を作

成し、学校の実情を確認することで、どの学校でも共通の水準を保障する必要があります。～

（中略）～ICT管理職研修は悉皆にしてほしいと考えます。 

【学識経験者からの意見（Ｐ.34）】 

学校給食摂取基準に基づき栄養バランスの取れた昼食が安全かつ安価に提供される学校給食の良

さを、より積極的に広報すると良いと思います。そして小学校同様、学校給食を食育に活用する取組

も進めることで、児童生徒の健康にも貢献できると考えます。横浜市独自の中学校給食の一層の充

実を期待しています。 

【学識経験者からの意見（Ｐ.31）】 

（１）ICT教育担当職員の増員について 

横浜市には、川崎市のように「GIGA スクール構想を専門に担当する部署」がありません。

少ないメンバーで GIGA スクール構想を推進していることは評価できますが、横浜市の規模に

対して担当職員数が十分ではないと感じます。GIGA スクール構想に関して、予算をかけただ

けの進め方をするのであれば、まず教育委員会が組織体制を本気で検討していく必要がある

と考えます。 

（３）ICT支援員の全校配置 

～（略）～必要な時に在籍しているように、できれば常駐が望ましいと考えます。 
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引き続き、中学校等の保護者を対象とした試食会の開催やテレビ、ラジオ、SNSや広報よこ

はま等様々な媒体を活用した「給食の魅力を伝える広報」に積極的に取り組んでまいります。

また、毎月生徒に配布している献立表の裏面を活用し、地産地消や地域の郷土料理、中学生

に必要な栄養量を紹介するなど食育につながるよう、一層工夫してまいります。 

メニューコンクールの実施や、教職員研修（初任者研修、中堅教員研修、管理職研修等のキ

ャリアステージ別研修）等の実施、栄養教諭を中核とした小中連携による食育ネットワーク

を拡充するなど、中学校における食育についても、引き続き、推進してまいります。 

さらに、生徒に選ばれる献立の工夫や食材の充実など、更なる質の向上を図り、利用促進に

取り組んでまいります。 

 

 

 

 

この点検・評価報告書における振り返りや学識経験者の知見を活かし、絶えず改善を行いながら、

引き続き教育の質の向上に取り組んでいくとともに、今後のより良い横浜の教育に向けて、計画的

に教育施策を推進します。 
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８ 資料 
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（１）第３期横浜市教育振興基本計画の目標達成状況について

 教育委員会では、「横浜教育ビジョン 2030」に基づき、「自ら学び 社会とつながり ともに

未来を創る人」の育成を目指し、そのアクションプランとして「第３期横浜市教育振興基本計

画」を策定し、「横浜教育ビジョン 2030」が示す 4つの教育の方向性と 14の柱に基づき、26の

施策により、取組を進めてきました。 

 当該計画期間における、各指標・想定事業量の達成状況について、次ページ以降のとおり振

り返りを行いました。 

＜達成状況の説明＞ 

・ 施策ごとに、「指標」・「想定事業量」に対する各年度実績及び達成状況の評価を記載し

ています。

・「指標」・「想定事業量」に対する達成状況の評価については、「平成 30年度から令和３年

度までの実績」を基に、令和４年度目標に対する達成状況を以下の基準にて３段階で評

価しています。 

【評価基準】 

◎：既に目標を達成している。※

〇：目標を達成する見込みである。 

△：目標の達成が困難である。

△★：「△」のうち新型コロナウイルス感染症の影響により目標達成困難にな

ったもの 

※令和３年度以前を達成目標としている場合は、当該目標年度よりも前に達成している場合にの

み「◎」としています。 

●「指標」… 計画期間内における各施策の成果を分かりやすく示すため、

・施策を実施した成果等について、客観的数値として把握できる指標

・施策の中で重要かつ象徴的な事業の実績を表す指標

 ・施策を実施した成果について、子どもの実感を問う指標  を設定しています。 

●「想定事業量」… 目標の達成や施策の推進のために、計画期間で実施する具体的な事業

や取組のうち、量的把握が可能なものを事業量として示しています。事業量は基本的に、

累計数を記載しています。 
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施策１ 主体的・対話的で深い学びによる学力の向上                     

 

施策 2 多様な教育的ニーズに対応した教育の推進                      

 

 

策定時
（平成29年度）

平成30年度
実績

令和元年度
実績

令和２年度
実績

令和３年度
実績

目標値
（令和４年度）

達成
状況

小６：74.3％ 小６　77.1% 小６　75.8% 調査未実施 小６　73.4% 小６　80% △★

中３：64.0％ 中３　71.2% 中３　66.3% 調査未実施 中３　65.9% 中３　70％ △★

「全国学力・学習状況調査」の
平均正答率

全国を上回る 全国を上回る 全国を上回る 調査未実施

国語：全国と同
程度
数学：全国を上
回る

毎年、全国を上
回る ○

「全国学力・学習状況調査」の
下位層の割合

全国より少ない 全国より少ない 全国より少ない 調査未実施

国語：全国と同
程度
算数・数学：全
国より少ない

毎年、全国より
少ない ○

☆「横浜市立学校 カリキュラ
ム・マネジメント要領」の策
定・活用

「総則」策定
「教科等編」策
定

「学習評価編」
策定

「資質・能力
育成ガイド ～
単元・題材づく
り編～」作成

「資質・能力
育成ガイド ～
授業づくり編
～」作成

実施 ○

☆「横浜市立学校 カリキュラ
ム・マネジメント要領」に準拠
した「横浜市学力・学習状況調
査」の実施

―

令和３年度より
実施(平成30年
度は現行学習指
導要領準拠)

令和元年度は平
成20年度３月
告示学習指導要
領に準拠

調査未実施
令和３年４月に
改定内容で実施

学力調査：改訂
内容で実施
生活意識調査：
改訂内容で実施

○

☆小学校高学年における一部教
科分担制を伴うチーム学年経営
の強化推進校数

― ８校 32校 85校 129校 48校 ◎
☆「読みのスキル」向上推進校
数

―
推進校の選定、
研修の実施

4校 12校（延べ） 21校（延べ） 18校 ◎
☆「放課後学び場事業」実施校
数（中学校）

42校 55校 56校 59校 59校 94校 △

学校司書の配置校数
全小・中・特別
支援学校

全小・中・特別
支援学校

全小・中・特別
支援学校

全小・中・特別
支援学校

全小・中・義務
教育学校・特別
支援学校

全小・中・特別
支援学校 ◎

理科支援員の配置校数 231校 全小学校
341校
（全小学校）

全小学校 全小学校 全小学校 ◎

指標／想定事業量

課題の解決に向け、話し合い、
発表する等の学習活動に取り組
んでいると答える児童生徒の割
合

指
標

想
定
事
業
量

策定時
（平成29年度）

平成30年度
実績

令和元年度
実績

令和２年度
実績

令和３年度
実績

目標値
（令和４年度）

達成
状況

指
標

不登校児童生徒のうち横浜教育
支援センターの支援を受けてい
る児童生徒の割合

12.5% 11.4% 9.7% 8.9% 9.9% 17.4% △

☆ハートフルスペース・ハート
フルルームの拡張か所数

―
拡張準備
１か所

１か所 検討　１か所 １か所 ３か所 △

外国語補助指導員の配置人数 ８人 ８人 ９人 10人 11人 13人 ○

指標／想定事業量

想
定
事
業
量

柱１ 主体的な学び 主体的な学びを引き出し、様々な教育的ニーズに応じて、個性や能力を伸ばします 
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施策３ 特別支援教育の推進

施策４ 魅力ある高校教育の推進

策定時
（平成29年度）

平成30年度
実績

令和元年度
実績

令和２年度
実績

令和３年度
実績

目標値
（令和４年度）

達成
状況

卒業後を見通した学習が行われ
ていると答える特別支援学校の
保護者の割合

88.0% 89.2% 84.2% 91.6% 93.3% 100% △

小　25.3％ 小　26.4% 小　28.0％ 30.8% 29.2% 小　32％ △
中　31.1％ 中　34.7% 中　34.9％ 35.2% 40.3% 中　38％ ◎

☆特別支援教室実践推進校 ８校/年 ８校/年
36校/年
44校（延べ）

36校/年
80校（延べ）

36校/年
116校（延べ）

152校（延べ） ○

☆巡回型指導を行う通級指導教
室設置校数

―
指導手法の検
討、実施校の選
定

１校(累計) ４校 ８校 10校 ○

☆特別支援学校の充実
左近山特別支援
学校の工事着工

左近山特別支援
学校の竣工

左近山特別支援
学校の開校

取組推進 取組推進 推進 ○

特別支援学校教諭免許状取得支
援により免許状を取得した人数

92人/年 137人/年
155人/年
292人（累計）

125人/年
417人（累計）

128人/年
545人（累計）
（うち特支課の
免許取得助成：
29人/年）

580人（５か年
累計） ○

指標／想定事業量

個別支援学級の担当教員の特別
支援学校教諭免許状保有率

想
定
事
業
量

指
標

策定時
（平成29年度）

平成30年度
実績

令和元年度
実績

令和２年度
実績

令和３年度
実績

目標値
（令和４年度）

達成
状況

指
標

全日制高等学校卒業段階で英検
２級相当以上の取得割合

29.8% 43.2% 44.1% 39.6% 46.6% 50% ○

☆SGH（スーパーグローバルハ
イスクール）、SSH（スーパー
サイエンスハイスクール）の取
組の継続

２校 2校 2校
２校
(横浜版SGH)

２校
(横浜版SGH)

２校 ◎

課題探究型学習による成果の発
表

１回/年 １回/年

１回/年
新型コロナウイ
ルス感染症拡大
防止のため全体
発表会を中止

全体発表会中止
(YCAN 上 で 共
有)

各校による校内
発表会：１回
学校代表による
全体発表会：１
回 （ オ ン ラ イ
ン）

３回/年 △★

☆英検等の外部指標の活用 全高等学校 全高等学校 全高等学校 全高等学校 全高等学校 全高等学校 ◎
海外大学進学支援プログラムに
よる海外大学進学者数

４人/年 ５人/年
２人/年
７人（累計）

３人/年
10人（累計）

３人/年
13人（累計）

５人/年
26人（５か年
累計）

△

海外姉妹校と交流した高校生数 140人/年 170人/年

119人/年
新型コロナウイ
ルス感染症拡大
防止のため一部
交流を中止

０人／年 ０人／年 180人/年 △★

想
定
事
業
量

指標／想定事業量
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施策１ グローバル社会で活躍できる人材の育成

※ 国の英語教育実施状況調査未実施につき、本市調査結果を記載。

施策 2 情報社会を生きる能力の育成

策定時
（平成29年度）

平成30年度
実績

令和元年度
実績

令和２年度
実績

令和３年度
実績

目標値
（令和４年度）

達成
状況

中学校卒業段階で英検３級相当
以上の取得割合　＜英語教育実
施状況調査＞

54.0% 55.9% 57.0% 57.1% ※ 54.9% 58% △★

全日制高等学校卒業段階で英検
２級相当以上の取得割合【再
掲】

29.8% 43.2% 44.1% 39.6% 46.6% 50% ○

英語指導助手（AET）の配置校
数

全小・中・高等
学校

全小・中・高等
学校

全小・中・高等
学校

全小・中・高等
学校

全小・中・高等
学校

全小・中・高等
学校 ◎

☆小学校高学年における一部教
科分担制を伴うチーム学年経営
の強化推進校数【再掲】

― ８校 32校 85校 129校 48校 ◎
☆外国語活動コーディネーター
による巡回校数

― 31校 78校
事業終了のため
実績なし

事業終了のため
実績なし

全小学校 △

スーパーイングリッシュプログ
ラムの実施

140校 135校

131校
新型コロナウイ
ルス感染症拡大
防止のため一部
実施を中止

50校 53校 全中学校 △★

☆英検等の外部指標の活用【一
部再掲】

全高等学校 全高等学校 全高等学校 全高等学校 全高等学校 全高等学校 ◎

海外大学進学支援プログラムに
よる海外大学進学者数【再掲】

４人/年 ５人/年
２人/年
７人（累計）

３人/年
10人（累計）

３人/年
13人（累計）

５人/年
26人（５か年
累計）

△

海外姉妹校と交流した高校生数
【再掲】

140人/年 170人/年

119人/年
新型コロナウイ
ルス感染症拡大
防止のため一部
交流を中止

０人／年 ０人／年 180人/年 △★

指標／想定事業量

指
標

想
定
事
業
量

策定時
（平成29年度）

平成30年度
実績

令和元年度
実績

令和２年度
実績

令和３年度
実績

目標値
（令和４年度）

達成
状況

指
標

児童生徒のICT活用を指導する能
力を有する教員の割合　＜ICT指
導力実態調査＞

59.9% 66.10% 65.30% 65.50%
74.1%
（暫定値）

67% ◎

☆タブレット端末の整備台数
１校当たり10
台

１校当たり30
台

１校当たり40
台

１人１台端末の
全校整備

１人１台端末の
全校整備

1校当たり40台
（大規模校等
80台）

◎

☆ICT支援員の配置 ―
小学校２校
（試行実施）

・全小学校で
21回/年訪問
・中学校２校で
試行

・全小学校で
21回/年訪問
・中学校４校で
試行

全小中学校で
48回/年訪問

全小・中学校を
定期的に訪問で
きる体制

◎

学校司書の配置【再掲】
全小・中・特別
支援学校

全小・中・特別
支援学校

全小・中・特別
支援学校

全小・中・特別
支援学校

全小・中・義務
教育学校・特別
支援学校

全小・中・特別
支援学校 ◎

指標／想定事業量

想
定
事
業
量

柱２ 創造に向かう学び よりよい社会や新たな価値の創造に向け、学びを社会と関連付け、他者と協働する機会を創出します
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施策３ 持続可能な社会の実現に向けて行動する力の育成

施策１ 豊かな心の育成 

策定時
（平成29年度）

平成30年度
実績

令和元年度
実績

令和２年度
実績

令和３年度
実績

目標値
（令和４年度）

達成
状況

小６　46.8％ 小６　53.1％ 小６　57.7％ 調査未実施 小６ 60.3% 小６　55％ ◎
中３　32.6％ 中３　37.1％ 中３　36.9％ 調査未実施 中３ 42.9% 中３　45％ ○

地域貢献等のために企業等と連
携・協働している学校数

調査未実施
小：321校
中：138校

小：224校
中：136校

小：183校
中：109校

318校 全小・中学校 ○
☆SDGｓと結びつくESDを教育
課程に位置付け、教育活動を
行っている学校数

調査未実施
小：38校
中：22校

小：220校
中：112校

小：269校
中：123校

小：298校
中：126校

全小・中学校 ○

☆はまっ子未来カンパニープロ
ジェクト参加校数

27校/年 33校/年
39校/年
72校（延べ）

36校／年
108校（延べ）

158校（延べ） 150校（延べ） ◎

指標／想定事業量

想
定
事
業
量

地域や社会をよりよくすること
を考えることがあると答える児
童生徒の割合　＜全国学力・学
習状況調査＞

指
標

策定時
（平成29年度）

平成30年度
実績

令和元年度
実績

令和２年度
実績

令和３年度
実績

目標値
（令和４年度）

達成
状況

小6　69.0％ 小6　77.4％ 小6　73.5％ 調査未実施 小6   77.8% 小6　82% ○

中３　60.0％ 中３　71.1％ 中３　66.3％ 調査未実施 中３ 72.8% 中３　76% ○

小６　76.6％ 小6　82.0％ 小6　80.0％ 調査未実施 小6  77% 小6　84% △★

中３　67.1％ 中３　75.9％ 中３　70.5％ 調査未実施 中３　76% 中３　79% △★

推進校　36校/年 推進校　36校
推進校
36校/年
72校（延べ）

推進校 ３６校 推進校 36校
推進校
36校/年
(延べ：180校)

○

拠点校　４校/年 拠点校　３校
拠点校１校
４校（延べ）

拠点校　０校
拠点校 ２校
６校（延べ）

拠点校
1校/年
(延べ：10校)

△★

人権教育実践推進校数 38校/年 38校/年
54校/年
92校（延べ）

107（延べ） 142校（延べ） 138校（延べ） ◎
「子どもの社会的スキル横浜プ
ログラム」の実践推進校数

― 研修実施
８校/年
８校（延べ）

11校 １８校（延べ） 18校（延べ） ◎

指標／想定事業量

想
定
事
業
量

学級の友達との間で話し合う活
動を通じて、自分の考えを深め
たり、広げたりすることができ
ていると答える児童生徒の割合
＜全国学力・学習状況調査＞指

標

自分には良いところがあると答
える児童生徒の割合　＜全国学
力・学習状況調査＞

道徳授業力向上推進校数・拠点
校数

柱３ 支え合う風土 相手と心から向き合うこと（想
おもい

）を大切にし、多様な価値観を認め、支え合う風土を醸成します 
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施策１ つながりを重視した教育の推進                           

  

施策 2 健康な体づくり                                  

 

 

 

 

 

 

策定時
（平成29年度）

平成30年度
実績

令和元年度
実績

令和２年度
実績

令和３年度
実績

目標値
（令和４年度）

達成
状況

小　58.1% 小　59.0％ 小　61.3％ 調査未実施 小　62.6% 小　56% △

中　28.4% 中　28.9％ 中　29.6％ 調査未実施 中　32.7% 中　25% △

「ハマ弁」の喫食率
1.3%
(2018年3月)

3.1%
(2019年３月)

7.3%
(2020年２月)
一斉臨時休業に
伴い３月の実績
なし

12.10%
年間を通じて喫
食率20％以上
を達成。

20% ◎

オリンピック・パラリンピック
教育推進校数

― 16校（延べ） 46校（延べ） 77校（延べ） 107校(延べ)
60校(延べ)
（2020年度） ○

保護者や地域、大学、企業等と
連携し体力向上の取組を実施し
ている学校数

調査未実施
小：303校
中：88校

小：256校
中：70校

小：179校
中：59校

小：182校
中：68校

50校 ◎

☆ハマ弁がより使いやすくなる
ような取組の推進

ハマ弁の利便性
向上に向けた取
組の実施

価格引下げ、メ
ニ ュ ー の リ
ニューアル等の
実施

ハマ弁の利便性
向上に向けた取
組の実施

ハマ弁の利便性
向上に向けた取
組の実施

ハマ弁の利便性
向上に向けた取
組の実施

推進 ◎

民間企業等による食育出前講座
の受講可能校数

300校 350校 398校 221校 367校 350校 ◎
栄養教諭を中核とした食育推進
ネットワークをもつブロック数

69ブロック 69ブロック 69ブロック 69ブロック 78ブロック 80ブロック ○

指標／想定事業量

想
定
事
業
量

指
標

一週間の総運動時間（体育、保
健体育の授業を除く）が７時間
未満の児童生徒の割合　＜全国
体力・運動能力調査＞

柱４ 学びと育ちの連続性 幼児期から社会的自立までの成長過程における学びや育ちの連続性を大切にします 

策定時
（平成29年度）

平成30年度
実績

令和元年度
実績

令和２年度
実績

令和３年度
実績

目標値
（令和４年度）

達成
状況

指
標

小中一貫教育推進ブロック内で
教育課程に関する共通の取組を
行ったと答える学校の割合

82.9% 87.3% 87.3% 100% 100% 100% ◎
併設型小・中学校制度を導入す
るブロック数

4ブロック 5ブロック 5ブロック ７ブロック ７ブロック 27ブロック △

☆小学校高学年における一部教
科分担を伴うチーム学年経営の
強化推進校数【再掲】

― ８校 32校 85校 129校 48校 ◎
幼稚園、保育所、認定こども園
と小学校との円滑な接続のため
のカリキュラム実施率

66.8% 66.6% 84.9% 81.7% 39.80% 86.6% △★

義務教育学校数 ２校 ２校 ２校 ２校 ２校 ３校 ○

指標／想定事業量

想
定
事
業
量
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策定時
（平成29年度）

平成30年度
実績

令和元年度
実績

令和２年度
実績

令和３年度
実績

目標値
（令和４年度）

達成
状況

歯科保健教育を実施している学
校数

124校 188校

288校
一斉臨時休業に
伴い３校キャン
セル

183校
※ 臨 時 一 斉 休
校、新型コロナ
感染症の影響で
キャンセル102
校

204校
(キャンセル44
件)

400校 △★

小　57.0％ 小　55.8％

小　54.8％
一斉臨時休校の
影響で一部未実
施

小　31.5％ 小　47.5％ 小　62％ △★

中　100％ 中　100％

中　81.3％
一斉臨時休校の
影響で一部未実
施

中　100％ 中　100％ 中　100％ ◎

☆部活動休養日の設定校数 調査未実施 129校
中学校：147校
特別支援学校：
２校

中学校：146校
運動部活動：
1908部
(100％)
文化部活動：
610部
（97.8％）

全中学校（147
校）

全中学校・特別
支援学校（中学
部）

◎

☆部活動指導員の配置校数（中
学校）

― 46校
86校
147人

138校
464人

141校
619人

全中学校 ○

指標／想定事業量

想
定
事
業
量

薬物乱用防止教室の実施率
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施策１ 安心して学べる学校づくり                             

 

 

 

施策１ 地域との連携・協働の推進                             

 

 

策定時
（平成29年度）

平成30年度
実績

令和元年度
実績

令和２年度
実績

令和３年度
実績

目標値
（令和４年度）

達成
状況

1,000人当たりの不登校児童生
徒数（小・中学校）

17.5人 19.3人 22.8人 22.2人 25.7人 16.1人 △
スクールソーシャルワーカー
（SSW）が行った支援により児
童生徒の状況が改善した割合

75.8% 73.7% 80.1% 82.30% 81.80% 80% ◎

小　40校 小　90校 小　140校 小　190校 小　240校 ○

中　121校 中　131校
中　147校
（分校を除く全
校）

中　146校
（分校を除く全
校）

中　146校
（分校を除く全
校）

○

☆スクールソーシャルワーカー
（SSW）の配置

区 担 当 SSW
（１名）が学校
の要請により訪
問する体制

SSW が 定 期 的
に訪問している
ブロック数：
6/146ブロック

SSW が 定 期 的
に 訪問してい
るブロック数：
37/146ブ ロッ
ク

146/146 ブ
ロック
（全中学校区）

146/146 ブ
ロック
（全中学校区）

SSW が 全 小 ・
中学校を定期的
に訪問できる体
制
(2021年度)

◎

小中一貫型カウンセラー配置の
実施

全ブロック・義
務教育学校に配
置

全ブロック・義
務教育学校に配
置

全ブロック・義
務教育学校に配
置

全ブロック・義
務教育学校に配
置

全ブロック・義
務教育学校に配
置

全ブロック・義
務教育学校に配
置

◎
☆小学校高学年における一部教
科分担制を伴うチーム学年経営
の強化推進校数【再掲】

― ８校 32校 85校 129校 48校 ◎
「子どもの社会的スキル横浜プ
ログラム」の実践推進校数
【再掲】

― 研修実施
８校/年
８校（延べ）

11校 1８校（延べ） 18校（延べ） ◎

「魅力ある学校づくり」事業の
実践校数

― 1校
６校/年
７校（延べ）

6校/年
13校（延べ）

1校/年
14校（延べ）
※1校は瀬谷区
実践校（継続）

18校（延べ） △

指標／想定事業量

指
標

想
定
事
業
量

☆児童支援・生徒指導専任教諭
配置に伴う後補充非常勤職員を
常勤化している学校数

拡充

策定時
（平成29年度）

平成30年度
実績

令和元年度
実績

令和２年度
実績

令和３年度
実績

目標値
（令和４年度）

達成
状況

小　― 小　93.6％ 小　93.6％ 調査未実施 小　93.7％ 小　100% △

中　― 中　80％ 中　92.1％ 調査未実施 中　87.3％ 中　90% △

☆学校運営協議会設置校数 148校 184校 223校 262校 293校 全校 △
☆地域学校協働活動推進員（学
校・地域コーディネーター）の
配置校数

236校 267校 315校 335校 368校 全校 △

指標／想定事業量

想
定
事
業
量

指
標

保護者や地域の人との協働によ
る取組は、学校の教育水準の向
上に効果があったと答える学校
の割合　＜全国学力・学習状況
調査＞

柱５ 安心して学べる学校 教職員が子どもの理解を深め、いじめなどの課題をチームで解決し、安心して学べる学校をつくります  

柱６ 社会とつながる学校 地域や社会と目標を共有し、連携・協働することを通して、子どもと社会がつながる学校をつくります  
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施策 2 自主・自律的な学校運営の推進

施策１ 教職員の働き方改革の推進

策定時
（平成29年度）

平成30年度
実績

令和元年度
実績

令和２年度
実績

令和３年度
実績

目標値
（令和４年度）

達成
状況

想
定
事
業
量

「横浜市学校評価ガイド」の改
訂

― 改訂 2018年度改訂 2018年度改訂

「横浜市立学校
カリキュラム・
マネジメント要
領 学校評価
編」として改訂

改訂（2018年
度・2021年
度）

○

指標／想定事業量

策定時
（平成29年度）

平成30年度
実績

令和元年度
実績

令和２年度
実績

令和３年度
実績

目標値
（令和４年度）

達成
状況

時間外勤務月80時間超の教職員
の割合

― 15.2% 11.6%

10.0% （ 令 和
２年９月～令和
３年３月）
※令和３年度：
7.6％

8.9% 0% △

19時までに退勤する教職員の割
合

― 69.7% 72.5%

71.9% （ 令 和
２年９月～令和
３年３月）
※令和３年度：
77.3％

75.9% 70%以上 ◎

健康リスク・負担感指数 109 109 109 104 107 100未満 △
年休取得日数（有給休暇取得日
数）

― 73.7% 75.4% 58.7% 88.8% 全員10日以上 △
想
定
事
業
量

☆総合学校支援システムの構築 ― 検討 制度設計 一部運用 構築・運用 実施 ○

教職員版フレックスタイム制度
の導入

―

試行実施
( 小 :29 校 、
中 :19 校 、 特
支:１校 )

試行実施
(全小・中・特
支）

試行実施
(全小・中・特
支・義・高）

実施 実施 ◎

☆職員室業務アシスタントの配
置校数

30校 180校 全小・中学校 全小・中学校 全小・中学校
全小・中学校
（2021年度） ◎

☆部活動指導員の配置校数（中
学校）【再掲】

― 46校
86校
147人

138校
464人

141校
619人

全中学校 ○

☆スクールソーシャルワーカー
（SSW）の配置【再掲】

区 担 当 SSW
（１名）が学校
の要請により訪
問する体制

SSW が 定 期 的
に訪問している
ブロック数：
6/146ブロック

SSW が 定 期 的
に訪問している
ブロック数：
37/146ブ ロッ
ク

146/146
ブロック
（全中学校区）

146/146
ブロック
（全中学校区）

SSW が 全 小 ・
中学校を定期的
に訪問できる体
制
(2021年度)

◎

☆小学校高学年における一部教
科分担制を伴うチーム学年経営
の強化推進校数【再掲】

― ８校 32校 85校 129校 48校 ◎

指標／想定事業量

指
標

想
定
事
業
量

柱７ いきいきと働く教職員 子どもが豊かに学び育ち、教職員がいきいきと働くことができる学校をつくります
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施策１ 教職員の育成、優秀な教職員の確保                         

 

 

施策１ 安全・安心な教育環境の確保                           

 

施策 2 学校施設の計画的な建替えの推進                         

 

策定時
（平成29年度）

平成30年度
実績

令和元年度
実績

令和２年度
実績

令和３年度
実績

目標値
（令和４年度）

達成
状況

小　76.0％ 小　76.3％ 小　75.9％ 調査未実施 小　79.4% 小　80％ ○
中　64.0％ 中　65.0％ 中　65.6％ 調査未実施 中　76.9% 中　70％ ◎

海外研修派遣者数 48人／年 46人/年
40人/年
86人（延べ）

０人/年
86人（延べ）

０人/年
86人（延べ）

200人（延べ） △★

企業等研修派遣者数 791人／年 767人/年
805人/年
1,572人(延べ)

1011人/年
2,583人(延べ)

751人/年
3,334人(延べ)

4,000人(延べ) ○

特別支援学校教諭免許状取得支
援により免許状を取得した人数
【再掲】

92人/年 137人/年
155人/年
292人（累計）

125人/年
417人（累計）

128人/年
545人（累計）
（うち特支課の
免許取得助成：
29人/年）

580人
（５か年累計） ○

臨時的任用職員・非常勤講師研
修の実施

12回／年 12回/年
18回/年
30回（延べ）

19回/年
49回（延べ）
※集合研修とe
ラーニング研修
の合計

22回/年
71回（延べ）
※集合研修とe
ラーニング研修
の合計

75回（延べ） ○

新たな教育センターの施設確保
に向けた事業推進

検討 調査検討
「基本構想」策
定

立地・事業手法
等検討

整備事業者募集 推進 ○

教職員志望者向け説明会の実施
回数

154回／年 145回/年
149回/年
294回（延べ）

６回/年（原則
中止）
300回（延べ）

78回/年
378回（延べ）

600回（延べ） △★

教職員志望者向け学校見学会の
参加者数

59人／年 82人/年
76人/年
158人（延べ）

0人/年　158人
（延べ）

0人/年　158人
（延べ）

200人（延べ） △★

指標／想定事業量

想
定
事
業
量

指
標

学校の授業は分かりやすいと答
える児童生徒の割合　＜横浜市
学力・学習状況調査＞

策定時
（平成29年度）

平成30年度
実績

令和元年度
実績

令和２年度
実績

令和３年度
実績

目標値
（令和４年度）

達成
状況

特別教室(図書室、理科室、美術
室(図工室)、調理室(家庭科室))
への空調設備の設置校数

286校 419校
全校
(新・増築校を
除く)

全校
(新・増築校を
除く)

全校
(新・増築校を
除く)

全校
（2019年度) ◎

トイレの洋式化率 80% 81.7% 82.8% 83.2% 84.40% 85% ○

指標／想定事業量

想
定
事
業
量

策定時
（平成29年度）

平成30年度
実績

令和元年度
実績

令和２年度
実績

令和３年度
実績

目標値
（令和４年度）

達成
状況

指
標

建替工事着手校数 ― ― ―
２校
(累計：2校）

2校
（累計：４校）

累計９校 △

☆基本構想着手校数 3校 ６校 ９校
6校
(累計：15校)

2校
(累計：17校)

累計27校 △

☆基本設計着手校数 ― ３校 ６校
3校
(累計：９校)

6校
(累計：15校)

累計21校 ○

☆実施設計着手校数 ― ―
３校
(累計：3校）

3校
(累計：６校）

０校
（累計：６校）

累計15校 △

指標／想定事業量

想
定
事
業
量

柱８ 学び続ける教職員 教職員は自ら学び続け、資質・能力の向上を図り、使命感や情熱を持って職責を果たします  

柱９ 安全・安心な環境 学校施設の計画的な建替えや保全等を進め、子どもの安全・安心を確保します 
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施策１ 学校規模の適正化

施策 2 地域の状況を踏まえた学校づくり

策定時
（平成29年度）

平成30年度
実績

令和元年度
実績

令和２年度
実績

令和３年度
実績

目標値
（令和４年度）

達成
状況

市場小学校けやき分校の開校
（新設）

実施設計 建設工事 建設工事
開校
(2020年４月)

開校
(2020年４月)

開校
(2020年４月) ○

箕輪小学校の開校（新設） 実施設計 建設工事 建設工事
開校
(2020年４月)

開校
(2020年４月)

開校
(2020年４月) ○

上菅田笹の丘小学校の開校（統
合）

条例改正 工事準備
統合準備、建替
実施設計、仮設
校舎設置等

開校
(2020年４月)
建替工事

開校
(2020年４月)

開校
(2020年４月) ○

池上小学校・菅田小学校の学校
規模適正化等

検討 検討
統合準備、
建替基本設計

統合準備
建替実施設計

開校
(2021年４月)

実施 ○

嶮山小学校・すすき野小学校の
学校規模適正化等

検討 条例改正
すすき野小学校
の閉校
(2020年３月)

すすき野小学校
の閉校
(2020年３月)

すすき野小学校
の閉校
(2020年３月)

実施 ○

野庭中学校・丸山台中学校の学
校規模適正化等

検討 条例改正 統合準備
丸山台中学校の
開校(統合)
(2020年４月)

丸山台中学校の
開校(統合)
(2020年４月)

実施 ○

指標／想定事業量

想
定
事
業
量

策定時
（平成29年度）

平成30年度
実績

令和元年度
実績

令和２年度
実績

令和３年度
実績

目標値
（令和４年度）

達成
状況

小　― 小　93.6％ 小　93.6％ 調査未実施 小　93.7％ 小　100% △

― ― ― 調査未実施 中　87.3％ 中　90% △

想
定
事
業
量

☆地域学校協働活動推進員（学
校・地域コーディネーター）の
配置校数【再掲】

236校 267校 315校 335校 368校 全校 △

指標／想定事業量

保護者や地域の人との協働によ
る取組は、学校の教育水準の向
上に効果があったと答える学校
の割合　＜全国学力・学習状況
調査＞【再掲】

指
標

柱 10 地域とともに歩む学校 地域とともに子どもをよりよく育む教育環境を整えます
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施策１ 生涯学習の推進                                 

 

施策 2 図書館サービスの充実                              

 

施策３ 横浜の歴史に関する学習の場の充実                        

 
※ 文化財保護法改正（平成 30 年６月）により、制度化された「文化財保存活用地域計画」を今後策定します。 

 

施策１ 家庭教育支援の推進                               

 

策定時
（平成29年度）

平成30年度
実績

令和元年度
実績

令和２年度
実績

令和３年度
実績

目標値
（令和４年度）

達成
状況

「横浜市生涯学習基本構想」の
改訂

― ― ― ― 検討 改訂 ○
「第二次横浜市民読書活動推進
計画」の策定

検討 検討 策定 ― ―
策定
（2019年度） ○

地域で読書活動を担うボラン
ティア講座実施回数

80回/年 89回/年

65回/年
新型コロナウイ
ルス感染症拡大
防止のため一部
講座を中止

36回/年 44回/年 80回/年 △★

想
定
事
業
量

指標／想定事業量

策定時
（平成29年度）

平成30年度
実績

令和元年度
実績

令和２年度
実績

令和３年度
実績

目標値
（令和４年度）

達成
状況

指
標

市立図書館の新規登録者数 60,287人 60,656人 53,128人 41,221人 56,648人
60,000人（５
か年平均） △★

図書館サービスの充実のための
基本方針策定（図書館情報シス
テム等）

― 検討 検討 検討 策定 策定 ◎
学校の授業支援等のためのセッ
ト貸出用図書の冊数

3,920冊 4,180冊 4,220冊 6,420冊 6,730冊 4,500冊 ◎
レファレンス回答事例のホーム
ページ公開

1,071件 1,107件 1,142件 1,178件 1,219件 1,200件 ◎

想
定
事
業
量

指標／想定事業量

策定時
（平成29年度）

平成30年度
実績

令和元年度
実績

令和２年度
実績

令和３年度
実績

目標値
（令和４年度）

達成
状況

歴史博物館等による講座開催回
数

64回/年 65回/年

54回/年
新型コロナウイ
ルス感染症拡大
防止のため一部
講座を中止

147回/年 225/年 65回/年 ◎

「歴史文化基本構想」の策定※ 検討 検討 策定中 策定中 策定中
策定
（2021年度） △

指標／想定事業量

想
定
事
業
量

策定時
（平成29年度）

平成30年度
実績

令和元年度
実績

令和２年度
実績

令和３年度
実績

目標値
（令和４年度）

達成
状況

想
定
事
業
量

家庭教育に関する総合情報サイ
トの開設

― 検討 検討 検討 開設
見直し
（2020年度） ○

指標／想定事業量

柱 11 市民の豊かな学び 生涯にわたって主体的に学び、心豊かな生活につながるよう、市民の学びの環境を整えます 

柱 12 家庭教育の支援 家庭は子どもの心身の調和のとれた発達、自立心の育成、生活習慣の確立を図り、行政は家庭教育を支援します  
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施策１ 多様な主体との連携・協働の推進

施策１ 福祉・医療との連携による支援の充実

施策 2 子どもの貧困対策の推進  

策定時
（平成29年度）

平成30年度
実績

令和元年度
実績

令和２年度
実績

令和３年度
実績

目標値
（令和４年度）

達成
状況

☆地域学校協働活動推進員（学
校・地域コーディネーター）の
配置校数【再掲】

236校 267校 315校 335校 368校 全校 △

子どもアドベンチャーのプログ
ラム数

79/年 81/年 75/年 中止 中止 100/年 △★

☆横浜市立大学データサイエン
ス学部との連携による、客観的
な根拠に基づくカリキュラム・
マネジメントの推進

― 推進 推進
実績なし
(調査未実施)

推進 推進 ○

指標／想定事業量

想
定
事
業
量

策定時
（平成29年度）

平成30年度
実績

令和元年度
実績

令和２年度
実績

令和３年度
実績

目標値
（令和４年度）

達成
状況

小　40校 小　90校 小　140校 小　190校 小　240校 ○

― ― ―
中　146校
（分校を除く全
校）

中　146校
（分校を除く全
校）

○

☆スクールソーシャルワーカー
（SSW）の配置【再掲】

区 担 当 SSW
（１名）が学校
の要請により訪
問する体制

SSW が 定 期 的
に訪問している
ブロック数：
6/146ブロック

SSW が 定 期 的
に 訪問してい
るブロック数：
37/146ブ ロッ
ク

146/146
ブロック
(全中学校区)

146/146
ブロック
（全中学校区）

SSW が 全 小 ・
中学校を定期的
に訪問できる体
制
(2021年度)

◎

☆医療的ケアに関する多分野に
わたる相談・調整を行うコー
ディネーターの養成・配置か所
数

― 準備 配置１か所 配置（６か所） 配置（６か所）
2か所
（2021年度） ◎

指標／想定事業量

☆児童支援・生徒指導専任教諭
配置に伴う後補充非常勤職員を
常勤化している学校数【再掲】

拡充

想
定
事
業
量

策定時
（平成29年度）

平成30年度
実績

令和元年度
実績

令和２年度
実績

令和３年度
実績

目標値
（令和４年度）

達成
状況

高校生向け給付型奨学金受給者
数

1,160人 1,160人 1,500人 1800人 2000人 拡充 ○
☆「放課後学び場事業」実施校
数（中学校）【再掲】

42校 55校 56校 59校 59校 94校 △

指標／想定事業量

想
定
事
業
量

柱 13 多様な主体との連携・協働 学校、家庭、地域をはじめ、国内外の様々な関係機関や企業等が連携・協働し、子どもを育みます 

柱 14 切れ目のない支援 教育と福祉、医療等との連携により、子どもを切れ目なく支援し、自立と社会参画に向けた学びや発達を保障します
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教育委員会

教育長　鯉渕 信也 　委員　中上 直　森 祐美子　木村 昌彦　四王天 正邦　大塚 ちあり

部名等 課名等

教育施設課

教育課程推進室

学校支援・地域連携課

高校教育課

特別支援教育課

特別支援教育相談課

人権教育・児童生徒課

健康教育・食育課

指導主事室

指導主事室

指導主事室

サービス課

地域図書館（１７館）

小学校

中学校

義務教育学校 全２校

高等学校

特別支援学校

調査資料課
中央図書館

総務部

学校（全５０８校）

学校計画課

企画運営課

教職員人事部 教職員育成課

北部学校教育事務所

西部学校教育事務所

教育総務課

施設部

総務課

南部学校教育事務所

教育政策推進課

教育総務課

教職員人事課

教職員労務課

人権健康教育部

学校教育企画部

教職員の研修の企画及び実施

生涯学習の推進、文化財の調査・保存等

学校の設置・廃止・統合の計画、通学区域の調整、大規模な住宅計画等の事前協議・
調整

域内小・中学校の学校経営等の支援・指導、域内個別支援学級及び通級指導教室の
運営に係る指導・助言、区役所との総合調整

学校・地域連携事業の総合調整、就学援助

小・中学校教育の企画・実施、学校体育に関する事業、教科書、教育の情報化に係る
企画・研修、教育情報ネットワークの運用・総合学校支援システム、国際理解教育、姉妹
都市等教育交流事業、日本語支援に関すること

（２）令和３年度　教育委員会組織

主な業務

教育委員会会議、庶務、危機管理、広聴、経理等

教職員の労務・福利厚生

教育行政施策に関する企画・総合調整、調査・統計、広報

庶務、経理、域内の教職員の人事・免許申請、学校事務支援、学校経理

東部学校教育事務所

事

務

局

生涯学習文化財課

庶務、経理、域内の教職員の人事・免許申請、学校事務支援、学校経理

職員課

教育総務課

特別支援教育の企画・実施、特別支援学校の学校経営等の指導・助言

特別な支援を必要とする児童・生徒の就学・教育相談等、及び研究、研修

人権教育、児童生徒指導の企画・総合調整、教育相談の企画・実施

事務局職員の人事労務・福利厚生、訴訟、条例・規則、学校事務職員の研修等

指導主事室

小中学校企画課

教育総務課

教職員、臨時的任用職員・非常勤講師の人事

全１３校

域内小・中学校の学校経営等の支援・指導、域内個別支援学級及び通級指導教室の
運営に係る指導・助言、区役所との総合調整

庶務、経理、域内の教職員の人事・免許申請、学校事務支援、学校経理

域内小・中学校の学校経営等の支援・指導、域内個別支援学級及び通級指導教室の
運営に係る指導・助言、区役所との総合調整

市立図書館全館の総合調整、中央図書館の運営

学校施設の管理・計画推進・整備・営繕、学校用地の管理等

教育課程、学校評価、小中一貫教育の推進、学力・学習状況調査、外国語教育の研
修、子どもの健康・体力つくりの推進・チーム学年経営推進

高等学校及び併設型中学校教育の企画・実施、高等学校及び併設型中学校の学校経
営等の指導・助言

児童生徒の保健・安全、健康管理、学校給食の指導、給食費管理等

域内小・中学校の学校経営等の支援・指導、域内個別支援学級及び通級指導教室の
運営に係る指導・助言、区役所との総合調整

図書館資料の選定収集及び調査相談

庶務、経理、域内の教職員の人事・免許申請、学校事務支援、学校経理

全３３９校

全１４５校

全９校（定時制１校、併置校２校を含む。）

図書館資料の貸出・閲覧・利用相談
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（３）令和３年度　教育委員会審議案件等一覧

ア 令和３年度教育委員会会議審議案件

番号 案件名 提出日

1 令和３年度横浜市教科書採択の基本方針の策定について 5月13日

2 横浜市教科書取扱審議会への諮問について 5月13日

3 横浜市教科書取扱審議会委員の任命について 5月13日

4 第29期横浜市就学奨励対策審議会委員の任命について 5月13日

5 横浜市いじめ問題専門委員会委員及び臨時委員の任命について 5月13日

6 学校規模適正化等について 5月27日

7 横浜市学校規模適正化等検討委員会臨時委員の任命について 5月27日

8 教職員の人事について 5月27日

9
横浜市立小学校、横浜市立中学校及び横浜市立義務教育学校の通学区域並び
に就学すべき学校の指定に関する規則の一部改正について

6月24日

10 横浜市学校規模適正化等検討委員会委員の任命について 6月24日

11
横浜市立小学校の避難訓練中における傷害事故についての和解に関する意見
の申出について

6月24日

12
横浜市立特別支援学校におけるパラソルによる物損事故に係る損害賠償額の
決定に関する意見の申出について

7月9日

13 横浜市立学校条例の一部改正に関する意見の申出について 7月9日

14 教職員の人事について（取下げ） 7月9日

15 教職員の人事について 7月9日

16 教職員の人事について 7月9日

17 横浜市立学校の管理運営に関する規則の一部改正について 7月26日

18

高等学校用教科書、特別支援学校及び小・中・義務教育学校個別支援学級用
教科書並びに中学校・義務教育学校後期課程、南高等学校附属中学校及び横
浜サイエンスフロンティア高等学校附属中学校用「社会科歴史的分野」の教
科書の採択について

8月4日

19 「令和２年度実績　横浜市教育委員会点検・評価報告書」について 8月23日

20 第33期横浜市社会教育委員の委嘱について 8月23日

61



番号 案件名 提出日

21 教職員の人事について 8月23日

22 教職員の人事について 8月23日

23 教職員の人事について 8月23日

24 教職員の人事について 8月23日

25 審査請求に関する教育長臨時代理について 8月23日

26 訴訟に関する教育長臨時代理について 8月23日

27 横浜市学校保健審議会委員の任命について 9月17日

28 横浜市社会教育コーナーの指定管理者の指定に関する意見の申出について 9月17日

29 横浜市学校規模適正化等検討委員会臨時委員の任命について 9月17日

30 教職員の人事について 9月17日

31 令和３年度横浜市指定文化財の指定について 10月19日

32 教職員の人事について 10月19日

33 横浜市学校規模適正化等検討委員会委員の任命について 11月4日

34 令和３年度一般会計予算案（12月補正）に関する意見の申出について 11月19日

35
横浜市職員に対する期末手当及び勤勉手当に関する条例の一部改正に関する
意見の申出について

11月19日

36 横浜市学校規模適正化等検討委員会臨時委員の任命について 12月3日

37 横浜市学校保健審議会臨時委員の任命について 12月20日

38 教職員の人事について 12月20日

39 教職員の人事について 12月20日

40 教職員の人事について 12月20日

41 令和４年度歳入歳出予算案に関する意見の申出について 1月24日
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番号 案件名 提出日

42 令和３年度一般会計予算案（２月補正）に関する意見の申出について 1月24日

43 令和３年度横浜市教育委員会表彰に係る被表彰者の決定について 1月24日

44 横浜市職員定数条例の一部改正に関する意見の申出について 1月24日

45
横浜市立小学校における草刈り作業中の物損事故に係る損害賠償額の決定に
関する意見の申出について

1月24日

46 横浜市立学校条例の一部改正に関する意見の申出について 1月24日

47 「第３期横浜市スポーツ推進計画」の策定に関する意見の申出について 2月4日

48 横浜市奨学条例施行規則の一部改正について 2月4日

49 令和３年度横浜優秀教員表彰に係る被表彰者の決定について 2月4日

50 審査請求に関する教育長臨時代理について 2月4日

51 所有権移転登記手続等請求事件の訴訟上の和解に関する意見の申出について 2月4日

52 横浜市学校規模適正化等検討委員会委員の任命について 2月4日

53 教職員の人事について 2月21日

54 教職員の人事について 2月21日

55 審査請求に関する教育長臨時代理について 2月21日

56 横浜市立図書館規則の一部改正について 3月10日

57 横浜市歴史博物館等指定管理者選定評価委員会委員の任命について 3月10日

58 横浜市教職員第二健康審査会委員の委嘱について 3月10日

59 教職員の人事について 3月10日

60 教職員の人事について 3月10日

61
横浜市教育委員会会計年度任用職員の休暇に関する規則及び横浜市立学校臨
時的任用職員の休暇に関する規則の一部改正について

3月22日

62
横浜市立学校フレックスタイム制度勤務職員の勤務時間に関する規程の一部
改正について

3月22日

63 横浜市山内図書館指定管理者選定評価委員会委員の任命について 3月22日
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番号 案件名 提出日

64 教職員の人事について 3月22日

65 教職員の人事について 3月22日

66 教職員の人事について 3月22日

67 教職員の人事について 3月22日

68 教育委員会事務局職員の人事について 3月22日

イ　令和３年度教育委員会会議臨時代理報告

番号 案件名 提出日

1 教職員の人事に関する臨時代理報告について 4月9日

2 教職員の人事に関する臨時代理報告について 4月9日

3 教育委員会事務局職員の人事に関する臨時代理報告について 12月3日

4 横浜市学校保健審議会臨時委員の任命に関する臨時代理報告について 1月24日

5 教育委員会事務局職員の人事に関する臨時代理報告について 3月10日

6 教育委員会事務局職員の人事に関する臨時代理報告について 3月22日

ウ　令和３年度教育委員会会議請願等審査

　 件　　　名 審査日

1 採択の特例に関する請願書 6月11日

2 高等学校歴史教科書採択に関する請願書 6月11日

3 2021年度中学校歴史教科書採択に関する要望書 6月24日

4 2021年度中学歴史教科書採択についての要望書 7月9日

5 高等学校用歴史教科書採択についての請願書 7月9日
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番号 案件名 提出日

6 市立高等学校の歴史教科書採択に関する請願書 7月26日

7 2021年度教科書採択に関する要望書 7月26日

8 横浜市立中学校社会科歴史教科書採択に関する要望書 8月4日

9 教育委員会会議の無記名投票採決についての要望書 8月23日

エ 令和３年度教育委員会会議報告事項

番号 件　 　名 提出日

1 新型コロナウイルス感染症への対応について 4月9日

2 中学校給食の直近の利用状況等について 4月9日

3 「豊田小学校」「金沢図書館」の文部科学大臣表彰の受賞について 4月23日

4 新型コロナウイルス感染症への対応について 4月23日

5
令和２年度 学校教育事務所の学校支援に関するアンケートの集計結果につい
て

4月23日

6 新型コロナウイルス感染症への対応について 5月13日

7
「横浜市立学校　教職員の働き方改革プラン」令和２年度の取組状況につい
て

5月13日

8
横浜市家庭教育総合情報サイト「よこはま家庭教育支援『はまっこ子育
て』」の開設について

5月13日

9 新型コロナウイルス感染症への対応について 5月27日

10 「いじめ重大事態に関する再発防止策」令和２年度の取組状況について 5月27日

11 新型コロナウイルス感染症への対応について 6月11日

12 令和２年度　はまっ子未来カンパニープロジェクトの実施報告について 6月11日

13 新型コロナウイルス感染症への対応について 6月24日

14 学校運営協議会の設置及び令和２年度活動報告について 6月24日
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番号 件　　　名 提出日

15 横浜市立図書館100周年記念式典・講演会について 6月24日

16 新型コロナウイルス感染症への対応について 7月9日

17 新型コロナウイルス感染症への対応について 7月26日

18
東京2020オリンピック競技大会における学校連携観戦チケットの取扱いにつ
いて

7月26日

19 市立学校教職員への新型コロナワクチン接種について 7月26日

20 新型コロナウイルス感染症への対応について 8月23日

21 新型コロナウイルス感染症への対応について 9月17日

22 新型コロナウイルス感染症への対応について 10月19日

23
令和２年度「暴力行為」・「いじめ」・「長期欠席」の状況調査結果につい
て

10月19日

24 新型コロナウイルス感染症への対応について 11月4日

25
小学校・中学校個別支援学級、通級指導教室及び特別支援学校のICT機器活用
事例について

11月4日

26 新型コロナウイルス感染症への対応について 11月19日

27
横浜市学校保健審議会ゲーム障害に関する部会における報告書の概要と今後
の方向性について

11月19日

28
「よこはま子どもピースメッセンジャー」のユニセフ本部、国連国際学校等
とのオンライン交流について

11月19日

29 新型コロナウイルス感染症への対応について 12月3日

30 横浜市いじめ防止啓発月間の取組について 12月3日

31 新型コロナウイルス感染症への対応について 12月20日

32 こどもエコフォーラムについて 12月20日

33 新たな教育センターについて 12月20日

34 新型コロナウイルス感染症への対応について 1月24日

35 令和４年「成人の日」を祝うつどいについて（結果報告） 1月24日
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番号 件　 　名 提出日

36 国史跡 称名寺境内の平橋・反橋の再塗装について（報告） 1月24日

37 いじめ防止対策推進法第28条第１項にかかる重大事態の調査結果について 1月24日

38 新型コロナウイルス感染症への対応について 2月4日

39 新型コロナウイルス感染症への対応について 2月21日

40 「横浜市立学校の管理運営に関する規則」の一部改正に向けた事務について 2月21日

41 新型コロナウイルス感染症への対応について 3月10日

42 新型コロナウイルス感染症への対応について 3月22日
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（４）令和３年度　教育委員　活動実績一覧

4月 2 ・新採用教職員辞令交付式

5月 2

・方面別教育事務所訪問（東部）
・方面別教育事務所訪問（西部）
・方面別教育事務所訪問（南部）
・方面別教育事務所訪問（北部）
・常任委員会（こども青少年・教育
委員会）

6月 2
・開港記念式典
・横浜市立図書館100周年記念式
典

7月 2 ・あざみ野第一小学校
・ひまわり
・鶴見ひまわり

8月 2 ・教育課程研究協議会（総則）

9月 1
・市町村教育委員会オンライン協議
会

その他
学校訪問

（★＝スクールミーティング）
月

教育
委員会
会議

各種式典
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10月 1
・綱島東小学校創立50周年記念式
典

・神奈川県市町村教育委員会連合
会研修会

11月 2

・西金沢義務教育学校
・橘中学校
・港南台第二小学校
・桂台中学校
・森中学校

・心の教育「バレエの世界」

12月 2 ・平戸小学校創立50周年記念式典

・いじめ防止市民フォーラム
・心の教育ふれあいコンサート
・小机城試掘視察
・総合教育会議

1月 1 ・上菅田特別支援学校（★）
・令和３年「成人の日」を祝うつどい
・指定都市教育委員研究協議会
・優秀教員表彰会議

2月 2 ・泉が丘中学校50周年記念式典

・ＥＳＤ発表会
・特例子会社視察
・はまっこ未来カンパニー学習発表
会

3月 2 ・学校管理職等退職辞令交付式 ・課題探求発表会

合計 21 回 7 回 7 回 22 回

月
教育

委員会
会議

各種式典 その他
学校訪問

（★＝スクールミーティング）
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横浜市教育委員会事務局 〒231-0005 横浜市中区本町 6丁目 50番地の 10 

  電話：045-671-3240（総務課） FAX：045-663-5547 
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